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持続可能な開発目標 SDGs
（Sustainable Development Goals）

本環境報告書では、SDGs17のゴ
ールに関連している記事のページ左
上には、SDGsアイコンをつけ、さら
に該当記事にSDGs17の各番号をつ
けています。

〈表紙について〉

今年度で５回目となる「エコキャン

パス白書表紙デザインコンテスト」を

開催し、表紙を公募しました。

多数の応募作品の中から、本学の学

生・教職員の投票により、今年の表紙

が選ばれました。P.48で応募作品を

紹介しています。

作者 教育学部

〈コンセプト〉
コンセプトは「自然との共

生」です。横浜国立大学の構
内図を模した葉から落ちる水
滴に、教育学部第3研究棟か
ら横浜市街方面を望んだ景色
を込めました。

関 つばさ
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本学の常盤台キャンパスは、1970年代にゴルフ場跡地であった45万m2にも及ぶ敷地に統合・

移転することで生まれました。環境科学研究センター教授であった故宮脇昭先生の「ふるさとの木

によるふるさとの森づくり」の思想のもと現在では緑豊かな広大なキャンパスを形成しています。

宮脇昭先生の世界的なご業績に深い尊敬と感謝の気持ちを表したく存じます。現在、この豊かな森

は多くの在来種を育み、「生物多様性」の象徴となっています。2024年度には、本学の「ときわ

の森」が環境省の自然共生サイトに認定されました。一方で、森が豊かであるが故に外来種による

被害もあり、多様性や生命についてより深く考えるためのフィールドにもなっています。

更に、本学のキャンパスとキャンパスが存在する横浜市を航空写真で俯瞰すると、その色のコン

トラストが鮮やかであることが分かります。世界でも有数の港町であり産業の集積地でもある横浜

の臨海地区の海と空の「blue and white」、そしてアカデミアである本学が位置する常盤台やス

ポーツのメッカである三ツ沢公園の「green」がそれです。このエコキャンパス白書に報告がある

通り、この「green」が横浜という首都圏の大都市に果たす役割は極めて大きいものです。緑豊か

なキャンパスを有するアカデミアの存在は、「green innovation」の象徴であると感じます。

本学は、SDGsを基盤とした教育・研究を力強く展開しています。また、世界水準の研究大学を

目指すため、知の統合型大学を標榜しています。エコキャンパスの実現は、まさに我々が標榜する

知の統合をもって成し遂げられるものであると“確信” します。2050年までのゼロカーボン社会

の実現に向け、エコキャンパスの実現や本学の憲章にある「実践性」「先進性」「開放性」「国際

性」「多様性」を基盤とした教育・研究に取り組んでまいります。2022年度、本学はユネスコか

らユネスコチェアに認定されました。Man and Biosphere（人間と生物圏）を基軸とした、本学

の取り組みが評価されたものです。知の統合型大学として、“確信” を「体現」するため、ユネス

コチェアとしての取り組みを推進していきたいと思います。

学長メッセージ 

2025年 9月

国立大学法人 横浜国立大学長

いのち

2024年度は、2001年に策定した「横浜国立大学エ

コキャンパス構築に基づく行動計画」から2３年目を迎え

ます。これは、環境報告書の義務づけが始まる前からの大

学のアクションであり、本学の環境への取り組みが先駆的

であったことの証であると大変誇りに思うところです。

このような取り組みは、一朝一夕で成し遂げられてき

たものではありません。本学は1973年に環境科学研究セ

ンター、2001年には、大学院環境情報学府・研究院を設

置し、2018年には40年ぶりの新学部となる都市科学部

を設立するとともに環境リスク共生学科を設置し、環境に

関わる学術拠点を形成し、この分野の高度人材の育成に努

めてきました。今後もこの素晴らしい伝統を継承し、環境

に資する大学であり続け、人材の育成に邁進していかなけ

ればなりません。
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横浜国立大学は、現実の社会との関わりを重視する「実践性」、新しい試みを意欲的に推進する「先進

性」、社会全体に大きく門戸を開く「開放性」、海外との交流を促進する「国際性」を、建学からの歴史の

中で培われた精神として掲げ、一人一人の在り方を尊重し合う「多様性」を重んじ、世界の学術研究と教育

に重要な地歩を築くべく、努力を重ねることを宣言する。

この理念を実現するために以下のことがらを長期の目標として定める。

第１章 横浜国立大学の概要

以上を旨とする横浜国立大学は、透明性の高い組織と適切な運営のもとで、個性ある大学として豊かな知

を育む。さらに、都市空間に在りながら、きわだって緑豊かなキャンパスを有する本学に集うすべての学生

と教職員は、恵まれた環境を維持しつつ、心身ともに健康な大学生活を営むことを目指す。 

平成16年4月1日制定

令和5年3月22日改定

横浜国立大学

基本理念（大学憲章）

運営組織

教育研究
評議会

教育研究に関する重要事項を審議

学 長

学長が指名する理事

教育研究評議会が定める者

学長が指名する職員

役員会

重要事項について役員会の議を経る

学 長

理 事

経営協議会

経営に関する重要事項を審議

学 長

理 事

学外委員

学長選考・監察会議

●運営組織図

学長が指名する者(副学長)
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実践性

諸問題の本質を見極め、時代の変化に対
応し得る柔軟で創造的な課題解決能力を
涵養する。現実の生きた社会に原点を置
く学問を志向し、教育と研究の成果をも

って社会の福祉と発展に貢献する。

市民生活から地域、産業界、国、世界に
まで至る幅広い視野を持ち、学生と教職
員の主体的な社会参画により、教育、研
究などすべての面で開かれた大学として

社会に貢献する。

国際性

諸外国との交流を促進し、異文化を理解
し、世界を舞台に活躍できる人材を育成
して、多様なルーツを持つ人々との交

流・協働によって、教育と研究を通じ国
際社会の発展に貢献する。

先進性

教育、研究、社会貢献において、自由な
発想と斬新な取り組みにより、社会の変
化に柔軟に対応し、多様な学術知・実践
知を活かして、先進的な研究を推進し、

人類の知的発展に貢献する。

開放性

多様性

人間と学問の多様性を教育・研究の礎と
して、新しい価値を共創していくために、
性別、障がい、国籍などを超えて、多様
な学生と教職員が尊重し合い共生・協働
していく場を構築し、一人一人が豊かに

その力を発揮できるようにする。
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学

長

理事（総務・評価・人事担当）・副学長（ダイ
バーシティ担当）

理事（産学公及び法人外組織戦略担当）

コ ン プ ラ イ ア ン ス 室 社 会 科 学 系 事 務 部
（経済学部・経営学部・国際社会科学府・国際社会科学研究院）

教 育 学 系 事 務 部
（教育学部・教育学研究科）

理 工 学 系 事 務 部
理工学部・都市科学部・理工学府・工学研究院・環境情報学府

環境情報研究院・都市イノベーション学府・都市イノベーション研究院

財 務 部
（財務課、経理課）

総 務 企 画 部
（総務企画課、人事・労務課、企画評価室、リレーション推進課、ダイバーシティ推進室）

学 務 ・ 国 際 戦 略 部
（学生支援課、教育企画課、入試課、グローバル推進課）

研 究 ・ 学 術 情 報 部
（研究推進課、産学・地域連携課、図書館情報課、情報企画課）

施 設 部
（施設企画課、施設整備課）

事 務 組 織

事 務 局

教 育 研 究 組 織 の 事 務 部

監 事

学 務 ・ 国 際 戦 略 部
（先進実践学環）

経 営 戦 略 本 部

理事（施設マネジメント・リスク管理・特命事
項担当）・事務局長

理事（経営戦略・特命担当）

理事（法務・コンプライアンス担当）

副学長（教育・国際担当）

副学長（研究・情報担当）

副学長（地域担当）

副学長（附属学校担当）

ハ ラ ス メ ン ト 相 談 室

監 査 室
（ ）

地 域 連 携 推 進 機 構

国 際 戦 略 推 進 機 構

国 際 教 育 セ ン タ ー

情 報 基 盤 セ ン タ ー

地 域 実 践 教 育 研 究 セ ン タ ー

附 属 図 書 館

全 学 機 構 等

研 究 推 進 機 構

情 報 戦 略 推 進 機 構

大 学 院

教 育 学 研 究 科

国際社会科学府・国際社会科学研究院

理 工 学 府 ・ 工 学 研 究 院

環 境 情 報 学 府 ・ 環 境 情 報 研 究 院

先 進 実 践 学 環

学 部

教 育 学 部

経 済 学 部

経 営 学 部

理 工 学 部

附 属 特 別 支 援 学 校

附 属 教 育 デ ザ イ ン セ ン タ ー

附属高度理科教員養成センター

附属アジア経済社会研究センター

附 属 鎌 倉 中 学 校

附 属 横 浜 小 学 校

附 属 横 浜 中 学 校

高 等 研 究 院

先 端 科 学 高 等 研 究 院

都 市 科 学 部

中 央 図 書 館

社 会 科 学 系 研 究 図 書 館

機 器 分 析 評 価 セ ン タ ー

成 長 戦 略 教 育 研 究 セ ン タ ー

安 全 衛 生 推 進 機 構

保 健 管 理 セ ン タ ー

都市イノベーション学府・都市イノベーション研究院

先進化学エネルギー研究センター

量 子 情 報 研 究 セ ン タ ー

産 学 官 連 携 研 究 施 設

安 全 衛 生 セ ン タ ー

台 風 科 学 技 術 研 究 セ ン タ ー

総 合 学 術 高 等 研 究 院

次世代ヘルステクノロジー研究センター

豊 穣 な 社 会 研 究 セ ン タ ー

ダ イ バ ー シ テ ィ 戦 略 推 進 本 部

D＆ I教育研究実践センター

教 育 推 進 機 構

附 属 鎌 倉 小 学 校

半導体・量子集積エレクトロニクス研究センター

臨海環境センター

URA育成教育研究センター

運営組織

●教育研究組織図
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常盤台キャンパス

常盤台キャンパスは横浜市保土ケ谷区の丘の上に位置し、

「ふるさとの木によるふるさとの森づくり」の思想に基づいて

形成された約４５万㎡に及ぶ緑豊かな広大なキャンパスが広が

っています。

大学本部や学部（教育学部、経済学部、経営学部、理工学部、

都市科学部）、大学院（教育学研究科、国際社会科学府・国際

社会科学研究院、理工学府・工学研究院、環境情報学府・環境

情報研究院、都市イノベーション学府・都市イノベーション研

究院）、体育施設等があります。

〒240-8501 横浜市保土ケ谷区常盤台79-1

横浜国立大学は、常盤台（大学）、鎌倉（附

属小・中学校） 、立野（附属小学校） 、大岡

（附属中学校、特別支援学校）に主要なキャン

パスを有しています。

横浜駅

神奈川県周辺地図

① 常 盤 台

② 鎌 倉 ④ 大 岡

③ 立 野

横浜国立大学の主要キャンパス

造成開始
統合計画用地取得

1968年

弘明寺地区

工学部

事務局・学生部

移転 移転 移転

学芸学部

（立野地区、鎌倉地区）

清水ヶ丘地区

教育学部

経済学部

経営学部

附属図書館

※1968年(昭和43年)～1974年(昭和49年)：用地取得

※1969年(昭和44年)～1979年(昭和54年)：機能移転

横浜国立大学は、1970年代、ゴルフ場跡地であった現在の

常盤台キャンパスに移転統合されました。

移転整備にあたっては、学内で組織した設計委員会によって

検討されたキャンパス・デザイン計画に基づき整備され、その

考え方は「保土ヶ谷統合計画」(1967-1980)として取りま

とめられました。

その後、統合計画をもとに新しい考えを取り入れたキャンパ

スマスタープランを策定しています。（最新：2024年）

キャンパスマスタープラン掲載場所（施設部ウェブサイト）：
https://shisetsu.ynu.ac.jp/gakugai/shisetsu/3shise_mane/keikaku/kei
kaku.html

（施設部ウェブサイトトップ＞施設マネジメント＞施設の計画）

１．キャンパス生活の安全性と快適さを考え、人と車は分離する。

２．各学問領域の関連性を考慮し、明快でわかりやすい学部配置

計画を立てる。

３．キャンパス内での人の交流と既存自然環境の保存・土地利用

効率を考慮し、建物群はできるだけコンパクトな計画とする。

４．今後とも続くであろう建築工事によっても、通常の大学生活

が乱されない計画とする。

５．復元に長年月を要する樹木は、可能なかぎり保存する。

６．地勢に順応した造成計画を立て、土量の移動と地形の変更を

最小限にとどめる。

「保土ヶ谷統合計画」より

■常盤台キャンパスの経緯

常盤台キャンパス航空写真

①常盤台キャンパス

1969年 1974年 1979年
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キャンパス規模 大学・大学院等

構成員

（人）

教職員等 934

学部生 7,409

大学院生 2,252

研究生・科目等履修生 90

計 10,685

施設

（㎡）

土地面積 455,769

建物面積 199,051

2025年5月1日現在
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横浜国立大学の主要キャンパス

鎌倉キャンパス航空写真

立野キャンパス航空写真

大岡キャンパス航空写真

キャンパス規模 附属鎌倉小学校 附属鎌倉中学校

構成員

（人）

教職員

児童・生徒

計

施設

（㎡）

土地面積 40,583

建物面積 12,354

2025年5月1日現在
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〒248-0005 鎌倉市雪ノ下3-5-10

立野キャンパスは横浜市中区ＪＲ山手駅東約２００ｍの丘の

上に位置しており、附属横浜小学校があります。

附属横浜小学校は、1910年（明治43年）に神奈川県女子

師範附属小学校として発足し、地域性を生かしながら、調和と

統一のある人間性豊かな児童の育成を目指しています。質の高

い学びの基礎となる学力の育成、「材」とかかわり、「人」と

かかわり、自律的に学ぶ子どもをはぐくみ「共に学びをつくり

あげる力」を育てることを目指しています。また、4年生以上

の海外からの帰国児童を受け入れ、ソフトランディングできる

よう混合教育を行っています。

大岡キャンパスは横浜市南区の横浜市営地下鉄弘明寺駅前に

位置しており、附属横浜中学校、附属特別支援学校、留学生会

館、大岡インターナショナルレジデンスがあります。

附属横浜中学校は、1947年（昭和22年）に神奈川師範学

校女子部附属中学校として発足し、旧横浜高等工業学校（現横

浜国立大学理工学部）から受け継いだ横浜市内でも有数の文化

的価値のある校舎と樹々の中で、「これからの社会をよりよく

生きるための幅広い能力（柔軟に思考し行動する力、問題発

見・解決能力）」を育成しています。大学と連携を図りながら、

最先端の教育理念に直結した独創的な教育を実践するとともに、

ダイバーシティ＆インクルージョンの感覚を育てるチャレンジ

も進めていきます。2012年度からは県立光陵高校との中高連

携入試が始まり小中高大連携が発展しています。

附属特別支援学校は附属横浜小学校と附属横浜中学校の特殊

学級を前身として昭和54年に発足しました。「やさしい心・

じょうぶな体・がんばる力」を合言葉に、子どもたちの自立と

社会参加に向けた教育実践を行っています。また、附属学校の

使命である研究や教員養成等にも積極的に取り組んでいます。

〒231-0845 横浜市中区立野６４

〒232-0061 横浜市南区大岡2-31-3

鎌倉キャンパスはＪＲ鎌倉駅の北東約１ｋｍに位置しており、

附属鎌倉小学校・中学校があります。鶴岡⼋幡宮に隣接し、歴

史情緒あふれる緑豊かな落ち着いた環境の中にあります。

附属鎌倉小学校は、1875年（明治8年）に発足しました。

ユネスコスクールに認定され、「自ら対象に関わり、仲間と高

め合いながら、意味や価値を追求する活動を通して、自立に向

かう子」育成に取り組んでいます。

附属鎌倉中学校は1947年（昭和22年）神奈川師範学校男

子部附属中学校として発足しました。⼩中⼀貫した教育の実証

的研究の成果を地域に発信し、県内外の教育の進歩、発展に寄

与することに⽇々努めています。また、ユネスコスクールの活

動として、帰国生徒による海外生活体験や科学部による由比ヶ

浜の漂着物調査などを発表しています。合唱活動が盛んで、各

種コンクールでも毎年優秀な成績を収めています。

②鎌倉キャンパス

③立野キャンパス

④大岡キャンパス

キャンパス規模 附属横浜中学校 附属特別支援学校

構成員

（人）

教職員 32 28

児童・生徒 352 60

計 384 88

施設

（㎡）

土地面積 58,688

建物面積 24,154

2025年5月1日現在

キャンパス規模 附属鎌倉小学校 附属鎌倉中学校

構成員

（人）

教職員 42 25

児童・生徒 622 422

計 664 447

施設

（㎡）

土地面積 40,583

建物面積 12,354

2025年5月1日現在

キャンパス規模 附属横浜小学校

構成員

（人）

教職員 45

児童 610

計 655

施設

（㎡）

土地面積 20,856

建物面積 7,656

2025年5月1日現在
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常盤台キャンパスの緑・自然マップ

1968年以前 ゴルフ場の姿

1979年 移転完了

常盤台キャンパスは、1970年代に開発（統合移転）された、新しいキャンパスです。常盤台キャンパス

の特徴の一つは豊かな緑です。移転にあたり、土地造成は最小限にとどめ、樹木群は出来るだけ残したうえ

で新たに植樹を行う計画としました。人間が緑と共生する環境保全林を作るため、“ふるさとの木によるふ

るさとの森づくり”の原則により苗木が植えられ、移転以前の樹木と相俟って現在の森を形成しています。

1975年 1981年 2015年

～ふるさとの木によるふるさとの森づくり「宮脇方式」 ～

本来の植生を考えないで作った“美しい森”は，いつまでも人間が面倒をみな

ければならない。森は本来の植生に戻ろうとする力が働くが戻れず､その結果

手入れを怠ると荒廃してしまう。一方，本来その土地に生えていた木を再生し

た“本物の森”は，はじめの２～３年は手入れをしてあげる必要があるが，そ

の後は自然の力だけで成長を続ける。

50cmの高さの苗が2本/㎡植栽された正門周辺の環境保全林の変化の様子

移転前からの残存林移転前からの残存林

緑豊かなキャンパス
緑地 / 敷地面積→ 約44％

現在のキャンパス

本学名誉教授・故 宮脇昭氏の

長年にわたる取組みは世界中で

高い評価を受け、現在も宮脇方

式による森づくりが進められて

います。

2006年5月

ワンガリ･マータイさん来学

2008年3月に『横浜国立大学のキャンパスの自然を知ろう-1』（横浜国大常盤台キ

ャンパス自然解説ハンドブック）が作成されました。小冊子にキャンパスの緑、キャン

パスの生き物達及びキャンパスの歴史などについて、わかりやすくまとめられています。

常盤台キャンパス自然解説ハンドブック
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凡例

古くからの照葉樹林、深い森 A

環境保全林　（統合移転後の新しい樹林） B

里山 コナラなどの雑木林 C

並木 構内通路、建物周辺の環境保全林 D

ススキ草原　（里山の背の高い草地） E

トダシバなどの背の低い草地　（里山の背の低い草地） F

芝生広場 Ⅰ

アプローチ広場 Ⅱ

緑地区分

保全
林

草地

環境
整備

常盤台キャンパスに設定した緑地区分

二酸化炭素固定能力

希少種・在来種植物生息地

防災機能

気温調整機能

キャンパス内の高密度な環境保全林は、地球温

暖化対策に有効な二酸化炭素固定能力が一般的な

人口の森林と比較して、

効果の高い状態になって

いると思われます。

周辺気温と比較して安定しています。

特に夏の最高気温は周辺よりマイナス３度と上昇が

抑えられています。

8/12

14:00

キャンパス気温分布図

キャンパス
防火機能図

 

10/12

14:00

12/27

13:00

5/25

14:30 常緑広葉樹の森により延焼防止ラインが形成

されています。広域避難場所としての役割の一

キ ャ ン パ ス の 緑 は キ ャ ン パ ス と 周 辺 の 環 境  に 貢 献 しています

常盤台キャンパスの緑・自然マップ

● 横浜国大常盤台キャンパス自然解説ハンドブック「横浜国立大学のキャンパスの自然を知ろう-1」（P.7参照）を元にしています。
● （各データ・資料 環境情報学府 生態学研究室（藤原研究室（2009年度まで）））

●
●

在来種

キノコたち
ヤマドリタケモドキ ウスキテングタケ テングタケ

有毒！

端を樹木が担

っています。

食用

F

常盤台キャンパスは、横浜都市部に位置するにも関わらず古くからの森が残され
ており、希少な植物や在来植物が生き残っています。緑地保全のため緑地区分を設
定し、区分の特色に合わせた管理をおこなっています。

日本の在来タンポポ「カントウタンポポ」
外来種の「セイヨウタンポポ」に圧迫され、都市部では

急激に減少しています。頭花を支える総苞が反り返らない

のが特徴です。

ミヤコグサネジバナクズ カスマグサ

トキワハゼ

総苞
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鳥たち

オオタカ

マヤラン

A

ギンラン

A

タシロラン

A

希少種
純白の妖精「タシロラン」

開花期の1週間程度のみ地上に姿を現すラ
ン科の植物で、環境省レッドリスト2020
に準絶滅危惧種として指定されています。

葉緑素を持たず、菌から栄養をもらって
いるのが特徴で、特定の木と菌がいなけれ
ば生育できません。

絶滅危惧II類
マヤラン ギンラン準絶滅危惧 タシロラン 準絶滅危惧 マツバラン

ランというけど、
シダ植物です


Sheet1

		緑地区分				凡例 ハンレイ

		保全林		古くからの照葉樹林、深い森		A

				環境保全林　（統合移転後の新しい樹林）		B

		里山		コナラなどの雑木林		C

		並木		構内通路、建物周辺の環境保全林		D

		草地		ススキ草原　（里山の背の高い草地）		E

				トダシバなどの背の低い草地　（里山の背の低い草地）		F

		環境
整備 カンキョウ セイビ		
芝生広場		Ⅰ

				アプローチ広場		Ⅱ
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第２章 環境配慮の方針

（目的）
この指針は、環境に配慮した国立大学法人横浜国立大学（以下「本学エコキャンパス」とい

う。）の新たな教育・研究環境の創造のため、環境を意識した教育・研究、環境と共生する施設・

設備の整備及び環境に配慮した管理・運営に取り組み、広く社会及び地域環境と調和のとれた本学

エコキャンパスの構築を積極的に推進することを目的とする。

（基本方針）
１．環境を意識した教育・研究

（１）環境問題を理解し、必要な知識や行動力を備えた人材の育成に配慮する。

（２）環境への影響に配慮した実験・研究を推進し、環境教育の充実を図る。

（３）（財）自然保護協会等の関係機関と連携を図り、環境教育のための教材開発を推進する。

（４）地域の環境分野の研究拠点として、関係機関と連携し共同研究を推進する。

（５）キャンパス内の自然環境を生きた教材として有効利用を図る。

（６）環境分野に関するセミナー、講演会及び公開講座等の開催を推進する。

（７）「エコキャンパス白書（環境報告書）」の公表、情報提供及びボランティア活動等により、

学生教職員に対して環境問題への理解の醸成を図る。

２．環境と共生する施設・設備の整備

（１）既存施設・設備を有効活用し、環境への負荷の軽減を図る。

（２）自然の資源（太陽、雨水等）を活用した施設及び設備を整備する。

（３）文化性の高い、潤いのある屋外環境づくりを推進する。

（４）自然環境の破壊や健康を害する材料等の使用禁止の徹底及び自然材料やリサイクル材料の活

用を図る。

（５）国及び地方公共団体の環境保全施策を推進する。

３．環境に配慮した管理・運営

（１）省資源、省エネルギー及び廃棄物の適切な処理とリサイクルを推進する。

（２）大学開放や広報等により、本学のエコキャンパス構築指針とその取り組みについて、広く地

域住民への周知を図る。

（３）学生・教職員に対して、環境問題への意識の啓発とマナーの普及を図る。

（４）教育・研究環境を常に良好な状態に維持保全するように努める。

（５）地域の防災拠点として、その機能の確保、向上及び人的な安全性の確保を図る。

（６）国及び地方公共団体の環境保全施策を推進する。

（７）ISO（国際標準化機構）等に準拠した環境保全への取り組みを目指す。

１９９９年（平成１１年）８月４日環境保全委員会策定
２００６年（平成１８年）７月２７日キャンパス委員会改正

（行動計画）
毎年基本方針に従って、効果的な取り組みを確保するための行動計画を策定する。

（評価）
（１）毎年、基本方針に沿って、策定された行動計画により、実施状況及び実施結果を点検し、評

価を行い、エコキャンパス白書（環境報告書） 」を刊行し、適切な方法で公表する。

（２）「エコキャンパス白書（環境報告書） 」による評価の結果を踏まえ、必要に応じ基本方針及

び行動計画を見直し、次年度の取り組みに反映させる。

（その他）

この指針の取り組み及び実施等に関し必要な事項は、施設部会が行う。

エコキャンパス構築指針

エコキャンパス構築指針に基づく行動計画の実施要項

「国立大学法人横浜国立大学エコキャンパス構築指針」に示された行動計画の基本となる取組を示した実

施要項を別に定めています。

エコキャンパス構築指針に基づく行動計画の実施要項（施設部ウェブサイト）：  

   https://shisetsu.ynu.ac.jp/gakugai/shisetsu/3shise_mane/sisin/hongaku_sisin/eco_campus/eco_campus_zissiyoukou.pdf

（施設部ウェブサイトトップ＞施設マネジメント＞施設関係の指針）
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エコキャンパス構築指針に基づく２０２４年度の取組状況
横浜国立大学エコキャンパス構築指針に基づく2024年度の取組みを下表にまとめました。

エコキャンパス構築指針 主な取り組み 記載頁

環
境
を
意
識
し
た
教
育
・
研
究

（１）環境問題を理解し、必要な知識や行動力を備えた人材の育成
に配慮する。 

・横浜国大常盤台キャンパス自然解説ハンドブックの作成 7

・環境に関する教育の実施 11～12

・地域との環境コミュニケーションの実施 15～19

・附属学校での環境活動 23～24

・化学薬品管理システムの活用 27

・安全衛生講習会の開催 27

・「濃厚廃液取り扱いの手引き」の配布、実験廃液取扱説明会
の開催

28

（２）環境への影響に配慮した実験・研究を推進し、環境教育の充
実を図る。 

・環境に関する研究の実施 13～14

・地域連携推進機構 Next Urban Lab 16

・生活排水、実験系排水の適切処理の徹底 39

・放射性廃棄物の適切な保管・処理、遺伝子組み換え廃棄物の
適切な処分

40

・環境物品等の調達の推進 41

・PCBの適正な管理、処分 28

（３）（財）自然保護協会等の関係機関と連携を図り、環境教育の
ための教材開発を推進する。 

― ―

（４）地域の環境分野の研究拠点として、関係機関と連携し共同研
究を推進する。

・地域との包括連携協定 16

・地域連携推進機構 Next Urban Lab 16

・「地球環境対応型未来都市デザイン研究拠点」としての活動
実施

16

・重点エリアにおける地域連携実践教育・研究活動 17～18

（５）キャンパス内の自然環境を生きた教材として有効利用を図る。 

・常盤台キャンパス自然解説ハンドブック 7

・がやっこ夏休み教室を開催 19

・屋上、壁面緑化の教材としての活用 21

（６）環境分野に関するセミナー、講演会及び公開講座等の開催を
推進する。 

・公開講座の開講 15

（７）「エコキャンパス白書（環境報告書）」の公表、情報提供及
びボランティア活動等により、学生・教職員に対して環境問
題への理解の醸成を図る。 

・エコキャンパス白書（環境報告書2024）の公表 ―

・環境会計、マテリアルバランス、総エネルギー使用量、水資
源、廃棄物排出量の公表

34～40

環
境
と
共
生
す
る
施
設
・
設
備
の
整
備

（１）既存施設・設備を有効活用し、環境への負荷の軽減を図る。 
・環境に配慮した工事の実施、省エネ機器の導入 20～21

・全学的な節電対策の実施 22

（２）自然の資源（太陽、雨水等）を活用した施設及び設備を整備
する。 

・各附属学校での太陽光発電の利用 21

・太陽光発電式外灯の設置 21

・実験系排水をリサイクルし、中水として利用 39

・井水浄化設備を導入し、井水を上水として利用 39

（３）文化性の高い、潤いのある屋外環境づくりを推進する。 

・常盤台キャンパスの豊かな緑の保全 7～8

・常盤台キャンパスの希少植物・在来種 8

・不要になったバイク・自転車の回収 25

・廃棄物の分別の徹底 40

・リサイクル品回収の推進 40

・ 13

（４）自然環境の破壊や健康を害する材料等の使用禁止の徹底及び
自然材料やリサイクル材料の活用を図る。 

・リサイクル容器『リ・リパック』の使用 25

・環境物品等の調達の推進 41

（５）国及び地方公共団体の環境保全施策を推進する。 ・温室効果ガス排出量の抑制 37

環
境
に
配
慮
し
た
管
理
・
運
営 

（１）省資源、省エネルギー及び廃棄物の適切な処理とリサイクル
を推進する。 

・環境に配慮した工事の実施 20～21

・全学的な節電対策の実施 22

・環境物品等の調達の推進 41

・『リサイクル掲示板』の活用 26

・有害物質等の適切な管理・処理の実施 27～28

（２）大学開放や広報等により、本学のエコキャンパス構築指針と
その取り組みについて、広く地域住民への周知を図る。

・エコキャンパス白書（環境報告書2024）の公表 ―

（３）学生・教職員に対して、環境問題への意識の啓発とマナーの
普及を図る。 

・全学的な節電の取組の実施（電力見える化の実施） 22

・全学一斉清掃による環境美化の呼びかけ 26

（４）教育・研究環境を常に良好な状態に維持保全するように努め
る。 

・全学一斉清掃の実施 26

（５）地域の防災拠点として、その機能の確保、向上及び人的な安
全性の確保を図る。 

・緊急地震速報システムの設置 29

・防災・防火訓練の実施 29

・地域との防災に関する協定を締結 29

（６）国及び地方公共団体の環境保全施策を推進する。 ― ―

（７）ISO（国際標準化機構）等に準拠した環境保全への取り組み
を目指す。 

― ―
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■全学教育科目

倫理学 横浜市における地球温暖化対
策ワークショップ

地球と惑星の科学Ⅰ・Ⅱ エネルギー工学序論

地誌学概論 国土学とグローバル社会Ⅰ・Ⅱ エネルギーと環境

気象学入門 都市科学を探求する 環境リスクとつきあうⅠ・Ⅱ 海洋工学と社会

衣生活の科学 生物の社会 環境をめぐる諸問題Ⅰ・Ⅱ 機械工学と社会のかかわり

グローバル・シティズンシップ 生物の世界Ⅰ・Ⅱ 地質リスクマネジメントⅠ・Ⅱ MAB計画とSDGs

ESD（持続可能な開発のた
めの教育）入門

土木史と技術者倫理 Prospects of Arch,
Infstr & Ecosystem Sci

安全・環境と社会

土木史と文明Ⅰ・Ⅱ 応用気象学

現代の物流経営 建築の環境と防災 都市科学A
（グローバル・ローカル）

化学の世界C（環境の化学）

パラグアイ事情 都市と建築 生態工学

オーストラリア事情 地域連携と都市再生B
（かながわ地域学）

都市科学B（リスク共生） 物質工学と社会

神奈川のみらい 都市環境リスク共生論A 生命科学

■教育学部

教育学入門Ⅰ 生物学概説Ⅰ～Ⅲ 衛生学・公衆衛生学 衣生活学演習

小教専社会科 生物学特講Ⅰ・Ⅱ 小教専生活科 住居学（製図を含む）Ⅰ

中等教科教育法
（社会・地理歴史Ⅰ）

生物学総合演習 中等教科教育法（技術Ⅳ） 住居学Ⅱ

地学概説Ⅰ～Ⅲ 木材材料学 住居学演習

日本史史料購読A 地学総合演習 小教専家庭科 環境教育論Ⅰ・Ⅱ

教育の思想と歴史 地学特講Ⅰ・Ⅱ
初等教科教育法（家庭） 教育学入門Ⅱ

中等教科教育法
（家庭Ⅲ・Ⅳ）

教育課程論

人文地理学 地学実験Ⅰ
（コンピュータ活用を含む。）

総合的な学習の時間の
理論と実践自然地理学 家庭経営学（家族関係学及び家庭

経済学を含む）Ⅰ・Ⅱ地誌学B 絵画実技Ⅱ・Ⅳ 教育学演習

倫理学概論 学校保健・小児保健（精神保健，

学校安全及び救急処置を含む。）

被服学 現代的な教育課題のｱﾌﾟﾛｰﾁ

倫理学特論 被服造形学及び実習Ⅰ・Ⅱ 化学総合演習

■経済学部

国際環境経済論 中級国際環境経済 中級国際環境経済分野別演習

■経営学部

企業環境マネジメント論 地域環境マネジメント論 生態会計論

■理工学部

植物分子生理学 リスク工学 海洋資源エネルギー工学輪講 蓄エネルギー工学

宇宙地球化学 環境管理学 海洋システムデザイン輪講 エネルギーシステム工学

エネルギー安全工学 安全・環境工学 安全・環境化学 エネルギーマネジメント論

化学プロセス開発計画 エネルギー工学Ⅰ・Ⅱ バリューチェーンシステム論 海洋開発概論

環境工学Ⅰ 水中工学 エネルギー創生工学 発電工学

■都市科学部

都市科学B（リスク共生） 建築音・光環境A・B 自然環境リスク共生概論A
（地球と環境）

生態系と物質循環Ⅰ・Ⅱ

生態リスク学入門 設備計画Ⅰ～Ⅳ 生物群集とリスクⅠ・Ⅱ

都市生態学 地域環境計画演習 自然環境リスク共生概論B
（生物と環境）

地球システム論Ⅰ・Ⅱ

都市科学A
（グローバル・ローカル）

都市基盤安全学入門Ⅱ 海洋生物学Ⅰ・Ⅱ

土木史と文明Ⅰ 環境リスク情報処理 植物生理学Ⅰ・Ⅱ

都市リスクの空間分析と
マネジメントA・B

河川工学 環境を扱う実務と
キャリア・プランニングⅠ

生態学社会
フィールドワークⅠ・Ⅱ環境水理学Ⅰ・Ⅱ

ﾘｽｸ分析のための情報処理A 交通工学技術論 環境リスク共生ワークショップ 生態毒性学Ⅰ・Ⅱ

都市環境リスク共生論A・B 地盤リスク工学Ⅰ・Ⅱ 地球科学 保全生態学

社会リスク学B 都市環境実験・演習A・B 環境汚染と環境リスク解析Ⅰ・Ⅱ環境化学基礎演習Ⅰ・Ⅱ

居住空間の計画Ⅱ 都市と地盤環境Ⅰ・Ⅱ 環境法Ⅰ・Ⅱ 生態リスクマネジメント事例研究

人間生活と建築計画Ⅰ・Ⅱ 都市環境設計製図Ⅰ・Ⅱ 里地と山地の生態学Ⅱ 海洋学フィールドワーク

建築環境計画Ⅰ・Ⅱ 社会環境リスク共生概論A
（都市環境）

環境汚染の化学Ⅰ・Ⅱ 地球環境変動と生命進化Ⅰ・Ⅱ

建築熱・空気環境Ⅰ・Ⅱ 環境リスク共生演習A～F 生態学実習Ⅰ・Ⅱ

環境に関する教育

●環境関連科目

2024年度に本学の学部・大学院で開講された環境関連科目を抜粋して掲載します。
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■都市科学部

都市環境設備計画Ⅰ・Ⅱ リスク共生社会基礎論 個体群生態学・
進化生態学概論Ⅰ・Ⅱ

地球物質循環論

建築・都市環境工学演習 環境共生フィールド演習 都市環境浄化工学Ⅰ・Ⅱ

環境工学Ⅰ 特別講義
-建設技術の最新動向と社会貢献

Environmental Risk 
Management for Infrastructure

Introduction to Environment 
and Resilience Studies安全・環境化学

環境管理学 人間を含む生態系のデザイン Vulnerability and Resilinece of 
our Environment

Introduction to Sustainable 
Societies and CulturesMAB計画とSDGｓ 海洋生態学

大 学 院

■全学教育科目

統合的海洋管理学Ⅰ・Ⅱ

■国際社会科学府（博士前期課程）

生態会計特論 サステナビリティ・マネジメント国際環境経済特論 国際法特論

■国際社会科学府（博士後期課程）

環境経済研究 生態会計研究

■理工学府（博士前期課程）

エネルギー化学概論 リスクベースによる
規則制定手法

高温構造材料設計工学 リスク分析論

エネルギー変換材料 微生物バイオテクノロジー エネルギーシステム論

セラミックスエネルギー工学 環境物理化学 神奈川県の取り組む技術課題 熱エネルギー変換工学

移動現象特論 環境文理工学

■理工学府（博士後期課程）

化学エネルギー工学 先進材料工学特論 エネルギー化学特論 触媒設計学

■環境情報学府（博士前期課程）

持続可能社会とFuture Earth グローバルビジネスとイノベーション 生態学演習Ⅰ～Ⅳ

安心社会のための福祉・医療 化学物質曝露・リスク評価 地球科学演習Ⅰ～Ⅳ

自然災害を考える-過去から未来へ 地域政治経済システム論 環境学術演習Ⅰ～Ⅳ

イノベーション・マネジメント 地域発展政策論 自然環境ワークショップⅠ・Ⅱ

地球科学・生態学の手法 リスク心理学Ⅰ・Ⅱ 情報環境概論Ⅰ・Ⅱ

環境情報イノベーション演習Ⅰ・Ⅱ 人工環境演習Ⅰ～Ⅳ 情報環境演習Ⅰ～Ⅳ

人工環境概論Ⅰ・Ⅱ 安全環境工学演習Ⅰ～Ⅳ 情報学演習Ⅰ～Ⅳ

ライフサイクルアセスメントⅠ・Ⅱ 環境学演習Ⅰ～Ⅳ 数理科学演習Ⅰ～Ⅳ

環境疫学・健康リスク評価方法論 社会環境演習Ⅰ～Ⅳ 情報学術演習Ⅰ～Ⅳ

イノベーション戦略論 人工環境ワークショップⅠ・Ⅱ 情報環境ワークショップⅠ・Ⅱ

物質・生命と環境 自然環境概論Ⅰ・Ⅱ 古海洋学

知識マネジメントと標準化 生態系評価学Ⅰ・Ⅱ 気象学

環境材料分析手法Ⅰ・Ⅱ 生態学：進化と環境適応 生物地理学Ⅰ・Ⅱ

環境化学分析学 土壌生物学Ⅰ・Ⅱ 被服環境学Ⅰ・Ⅱ

化学物質環境動態解析 ユネスコエコパークや関連制度を
活用した環境 共生型地域の創出

自然環境演習Ⅰ～Ⅳ

都市環境管理学 インテリジェント構造システム学

環境材料設計学Ⅰ・Ⅱ 植物遺伝子機能学Ⅰ・Ⅱ 複合系機構科学Ⅰ・Ⅱ

環境排出管理学 地球システム物質循環論Ⅰ・Ⅱ 火災の科学と防火技術Ⅰ・Ⅱ

Sustainable Health and Environment 環境法Ⅰ・Ⅱ 地球科学特別実験

機械システムのリスク評価と
制御技術Ⅰ・Ⅱ

海洋生物環境学Ⅰ・Ⅱ 環境機能物質科学Ⅰ・Ⅱ

生態学特別実験

■環境情報学府（博士後期課程）

持続可能社会とFuture Earth 人工環境特別ワークショップⅠ・Ⅱ 環境学特別演習Ⅰ～Ⅷ

安心社会のための福祉・医療 生態学特別演習Ⅰ～Ⅷ 情報学特別演習Ⅰ～Ⅷ

自然災害を考える-過去から未来へ 地球科学特別演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅵ・Ⅶ・Ⅷ数理科学特別演習Ⅰ～Ⅷ

イノベーション・マネジメント 環境学術特別演習Ⅰ～Ⅷ 情報学術特別演習Ⅰ～Ⅷ

社会環境特別演習Ⅰ～Ⅷ 自然環境特別ワークショップⅠ・Ⅱ 情報環境特別ワークショップⅠ・Ⅱ

■都市イノベーション学府（博士前期課程）

グリーンビルディング・コミュニティ計画論 環境心理学 水圏環境論

■都市イノベーション学府（博士前期課程）
水圏防災特論 水圏環境特論 地圏特論
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環境に関する研究

●研究の紹介
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1715

横浜国立大学「ときわの森」が自然共生サイトに認定されました
総合学術高等研究院／教育学部・倉田薫子（教授）

2050年ビジョン「自然と共生する世界」に向けた生物多様性保全促進のため，本学キャンパスを自然

共生サイトに登録しました。その過程で，約400種の動植物を記録し，希少種や外来生物を確認しました。

ときわの森の在来種を中心とした多様な動植物種からなる健全な生態系を維持していくために，適切な維

持管理計画を策定するとともに，生物多様性理解のための環境教育プログラムの構築を推進していきます。

キーワード：自然共生サイト，生物多様性保全，30 by 30，OECM

2022年12月に開催された生物多様性条約第15回締約国会議（COP15）では，2050年「自然と共生
する世界」を共通の目標に，2030年までに 自然を回復軌道に載せるために生物多様性の損失を止め反転
させるための緊急の行動をとる（ネイチャーポジティブ）ことをミッションに掲げました。その具体的取
り組みの一つとして，2030年までに陸域・海域それぞれで保護地域および保護に資する地域（OECM：
Other Effective area-based Conservation Measures）を30％にするという目標（30 by 30）を策
定し，日本でも環境省が認定する「自然共生サイト」として運用が開始されました。

横浜国立大学では「人と自然の共生」および「ふるさとの木によるふるさとの森づくり」をコンセプト
に，1970年代後半から潜在植生を活用した混植・密植方式で環境保全林が造成され，都市部には珍しい
緑豊かなキャンパスが成立しています。ここには照葉樹林や雑木林，管理された草原や水辺など多様な生
態系が見られ，多くの動植物，希少種が生育・生息しています。このキャンパスの一部を自然共生サイト
に登録するための生物相調査を行い，自然共生サイトおよび国際データベースOECMへの登録を目指しま
した。調査は登録予定地（図1の青で示した部分）を中心に植物と哺乳類について行いました。また鳥類，
爬虫類，魚類，昆虫類他節足動物，陸産貝類などの動物については，これまで授業等で実施してきたデー
タ等を基に整理し，植物300種，哺乳類7種，その他動物98種を記録しました。その結果，キャンパス内
に複数の絶滅危惧種が生息していること，特定外来種を含む外来種も同時に生息していることを確認しま
した。この知見は，今後の保全および管理に活用していきます。

1．自然共生サイトに認定された緑地，2．ときわの森で見られる希少種（タシロラン）と在来種（カントウタンポポ），
3．「ときわの森」の自然と文化を理解するオリエンテーリング（スタートを中央広場入り口に設置）．4．「ときわの森」
を活用した生物多様性教育．

1.

2.

4.

「横浜国立大学ときわの森」は2024年10月に「生態系サービスの提供
の場であって、在来種を中心とした多様な動植物種からなる健全な生態系
が存する場」および「希少な動植物種が生息生育している場あるいは生息
生育している可能性が高い場」としての価値が認められ，自然共生サイト
に認定されました。一方で環境省は2025年4月から「生物多様性保全活動
促進法」を施行し，今後は生物多様性に関わる教育活動に対して価値を置
くことを求めています。都市部に成立した森林の管理と生物モニタリング
を通して，生物多様性保全活動や次世代教育の場（図3，4）として，また
生態学的研究に資する場として活用していくことが望まれます。

3.
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環境に関する研究

129

医薬品関連物質の持続可能な合成方法を開発
工学研究院・跡部 真人 （教授）
工学研究院・信田 尚毅（准教授）

環境に優しい電気エネルギーを利用して、ピリジン芳香族化合物を効率的に還元し、高付加価値な環状

アミンであるピぺリジンを合成する新しい方法を開発しました。この技術は、医薬品やファインケミカル

の分野に広く応用可能であり、持続可能な化学製品の製造プロセスに革新をもたらすことを期待されてい

ます。特に、エネルギー消費と二酸化炭素排出を大幅に削減することで、化学産業の脱炭素化に大きく貢

献する可能性があります。

キーワード：電気駆動、エネルギー効率、持続可能性、脱炭素化

化学産業は、世界中でエネルギー消費量が最も多い産業の一つであり、また二酸化炭素排出量にも多大な

影響を与えています。このような背景から、従来の高エネルギー投入型の化学プロセスから、エネルギー効

率を向上させ、環境負荷を最小限に抑える新しい技術への転換が求められています。さらに、化学産業の電

化は安全性の高い反応系を実現できるため、単なるエネルギー効率の向上にとどまらず、化学反応そのもの

の安全性や柔軟性を向上させることが期待されます。

横浜国立大学の研究グループは、大阪大学、京都大学、岡山大学、東京工業大学（現 東京科学大学）の

研究グループと共同で、電気エネルギーを活用した革新的な医薬品関連物質の化学合成技術の開発に成功し

ました。特に、従来の方法では高温・高圧条件、酸の添加を必要とするため、エネルギー消費や環境負荷が

高くなることが課題であった、ピリジンなどを効率的に還元し、高付加価値の環状アミンであるピぺリジン

を合成する新たな手法を確立しました。本手法は、常温常圧、かつ添加物不要で反応が可能なため、エネル

ギー消費や廃棄物、コストを大幅に削減できます。

本研究は、ピリジンの電解還元反応を高い効率で達成するために、電解反応条件下で優れた選択性と効率

を発揮し、変換する際の副生成物の生成を最小限に抑えるロジウム触媒を使用しています。さらに、この技

術はピリジンに限らず、ほかの窒素含有芳香族化合物にも応用できることが示されており、その汎用性が明

らかになっています。また、実験スケールの拡大にも成功し、実験室レベルを超えて産業レベルでの実装が

可能であることを示しており、特にファインケミカルや医薬品の分野で大きな需要が見込まれます。

本技術をさらに高度化することで、広範な医薬品合成のニーズに応えうるプロセスを構築することが期待

されます。また、スケールアップ技術の開発も重要な課題であり、長時間運転や大量生産に対応できる電解

システムの開発を進めることで、化学産業全体の脱炭素化と持続可能性の向上に貢献することを目指します。

最終的には、この技術を幅広い化学プロセスに適用し、持続可能な化学産業の基盤を築くことを目標とし

ています。未来の化学産業が、再生可能エネルギーと高度な電解技術を駆使し、環境に配慮しながら高品質

な製品を提供できるよう、今後も基礎研究と技術開発のさらなる展開が期待されます。

図1.アニオン交換膜（AEM）型リアクターを用いた
ピジン類の電気化学的還元反応

図2.グラムスケール電解実験の様子

3
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●公開講座

第４章 環境コミュニケーション

環境に関する社会貢献活動
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■主催部局等：教育学部 定員 30名

講義内容 「浮世絵と漢詩から考える生物多様性～美術と国語の展望台～」

浮世絵と漢詩という「昔の芸術作品」から生物文化多様性について考えました。その地域ごとの豊かな

生態系、つまり生物の多様性と、その地域ごとの様々な文化とは密接にかかわりあっています。では、

その様々な文化から生態系について見てみたらどんなことに気づけるでしょうか。江戸時代から明治時

代にかけての浮世絵と漢詩を読み解きながら、文化から見た環境について観察しました。

本学は、教育・研究の成果を広く社会に開放し、文化の向上及び

地域社会への貢献に資するため、公開講座などを開設しています。

例年、20を超える講座を開講し、2千人前後の参加があります。

2024年度に開催した公開講座の内、環境に関する５つの講座をご

紹介します。

本学ウェブサイトで公開講座の案内をしています。

URL： http://www.ynu.ac.jp/society/lifelong/public_lecture/index.php 公開講座の様子

■主催部局等：教育学部 定員 15名

講義内容 「日本語指導が必要な児童生徒に教えられる教師 ―教わったことがないことを教える―」

小学校などで日本語指導が必要な児童生徒は急増しており、特に、地元・横浜、神奈川では顕著で、外

国につながる児童が過半数を占める公立小学校もあります。あなたが教師になったとき、その子どもた

ちにきちんと教えられるでしょうか。自分はどのように役立つのか、そして、どうしたら、さらに役立

つ教師になれるのかについて考えました。

■主催部局等：教育学部 定員 50名

講義内容 「ワークショップで学ぶジェンダーと教育Part2 ―ライフキャリアを考えてみよう―」

ジェンダーは、「社会的・文化的につくられる性」といわれ、女性・男性に対する固定観念につながる

概念です。今回は、人生における生き方の選択に関わるジェンダーの問題について、ワークショップを

通して考えました。

4

4

5

■主催部局等：工学研究院 定員 20名

講義内容 「サイボーグを作ろう ～世界最先端 人と機械の融合マシン技術～ シーズンⅫ」

顔、手指など身体の様々な部分の筋肉の活動は電気信号として計測できること、この信号を使ってロボ

ットを制御できることをご存知ですか？この技術は、手指機能を失った人のための装着型福祉ロボット

等に応用され、世界的に高い評価を受けています。今回開講した2 日間のプログラムは，＜講義＞・＜

体験実習＞・＜演習＞・＜成果発表＞から成り立ち，筋肉の活動電位（筋電位）を計測する手法から義

手やパワーアシスト装置などの装着型福祉ロボットをコントロールする技術までを体系的に学びました。

9

■主催部局等：教育学部 定員 30名

講義内容 「植物の造形美と機能美 ～理科と美術の交差点～」

古来より人間は、生物の形からヒントを得てグライダーや新幹線、面ファスナーなど実用的なものを発

明してきました。この技術を「生物模倣」といいます。進化の過程で得た生物の生き残り戦術は、きわ

めて合理的に美しく出来上がっています。生物多様性を美術の視点でみると、どんな気づきがあるでし

ょうか。植物の造形の美しさとその機能的な美しさを、観察を通して理解し、表現することを目指し、

講座を行いました。

15
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地域との環境コミュニケーション

包括連携協定は、地域が抱える社会課題に対して、私たち教育機関と自治体や民間企業がそれぞれの強み

を活かし、協力し合うことで課題解決に向き合うための枠組みです。人的・知的資源の交流と活用を図り、

多様な要請に応えながら大学の知の向上をめざしています。

令和7年7月現在、58の民間企業、地方自治体・地域団体、大学等公共機関と協定を締結しています。

●地域との包括連携協定

●「地球環境対応型未来都市デザイン研究拠点」の活動

●地域連携推進機構 Next Urban Lab

地域連携推進機構では、2017年度より、プロジェクト型で高度な教育研究と実践活動を行う「Next 

Urban Lab」を立ち上げました。2024年度は、環境に関する活動を行う「かながわ観光・環境まちづく

り」など、計２1ユニットが活動しました。環境に関する活動を行ったユニットをご紹介します。

■かながわ観光・環境まちづくり

担当教員 氏川 恵次 （国際社会科学研究院）

活動内容

観光を入口とした、各種のまちづくりに関する取り組みを推進することを目的として、2017

年度に発足しました。２０２４年度は、県西エリア・各自治体等と連携し、自然資源を活用し

たツーリズムを通じてのまちづくりと地域連携を推進しました。特に、県西エリアでのまちづ

くりにあたっては、森林浴の学術的知見を活用した社会的実装に取り組みました。

活動成果

横浜都心エリアでは、脱炭素技術等、県西エリアでは、森林医学の専門的知見等を導入しまし

た。また、横浜都心エリア・新湘南エリア・県西エリアにて横浜市地球温暖化対策推進協議会

や関内まちづくり振興会、脱炭素かまくら市民会議実行委員会、あしがら地域振興協会への参

画を行いました。

17

15 1715

本研究拠点は、地球環境・資源の有限性による地球環境問題が共有の問題として認識され、人口と人間活

動が集中する都市のありかたが問われていることから、地球環境対応型の未来都市をデザインすることを目

的とした多分野にわたる産学官の関係者の協働をめざしています。そして、多分野多主体協働のために、都

市エリアを対象とした時空間情報基盤の構築・活用に取組んできました。

2024年度は、環境、防災・安全、賑わいづくりなど様々な価値を創出する上で共通に必要となる情報基

盤の構築を、横浜みなとみらい２１地区を対象に継続するとともに、特に2050年カーボンニュートラル社

会実現を見据えた地域エネルギーシステムのあり方について、緩和策、適応策両面からの検討を実施しまし

た。

横
浜
国
立
大
学
の
概
要

環
境
配
慮
の
方
針

環
境
教
育
・
研
究

環
境

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

環
境
に
関
す
る
取
組

環
境
に
関
す
る

規
制
に
つ
い
て
の
体
制

そ
の
他
の
取
組

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

自
己
評
価

7

7

●地域交流科目・地域創造科目

学部生を対象とした副専攻プログラム『地域交流科目』は、コア科目、講義科目、実践科目（地域課題実

習、等）から成る科目で構成されています。各科目の所定の単位を修得すると、修了記録が成績証明書の特

記事項欄に記載されます。

「地域課題実習」には、 横浜・神奈川地域を主なエリアとして活動を行う先端的かつ複合的なプロジェ

クトが立ち上げられています。プロジェクトは「課外実習プロジェクト」と、学生自らがプロジェクトを立

ち上げる「学生公募型プロジェクト」の２つのカテゴリーがあり、2024年度は、地域環境に関連した「ア

グリッジプロジェクト」など、計27プロジェクトが、活動を行いました。

また、大学院生を対象とした副専攻プログラム『地域創造科目』は、必修コア科目、関連科目（専門型関

連科目、実践型関連科目）から成る科目で構成されています。講義とグループワークでの課題解決に取り組

みます。

各専門領域に基盤を持ち、かつ総合的に地域課題を解決できる人材育成のための教育プログラムです。

17
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コア科目

講義科目

実践科目

実践力
をつける

専門力を養う

各専門領域を超えて広い視野を養う

修了

グローバルな視野をもって地域課題を解決する
先端的かつ複合的な実践能力を身につけるプログラム

『地域交流科目』のプログラム構成 『地域創造科目』の全体概念図

■ アグリッジプロジェクト

カテゴリー 学生公募型プロジェクト

担当教員 池島 祥文、小林 誉明（国際社会科学研究院）

農を通じての経済価値探求やコミュニティ形成、

学生と地域を繋ぎ新たな関係を築くことを目的

に活動しています。

2024年度は、野菜ソムリエやお弁当屋と連携

し、お弁当の新たなメニューの考案を行いまし

た。また、地元洋菓子店とコラボし、学生が育

てた野菜を利用した「横国ベジケーキ」を開発

しました。その他、小学生向けに出前講座を行

うなどの食育機会の提供や、郷土料理企画にて

留学生と地元住民の交流機会の創出活動に取り

組みました。

理
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●重点エリアにおける地域実践教育・研究活動

地域連携推進機構では、神奈川県内の4つの重点エリア（羽沢横浜国大駅周辺、横浜都心、新湘南、県

西）を対象に、地域課題に取組む分野横断型の研究を推進しています。

2023年度より、重点エリアを対象とした地域実践的教育・研究への助成を開始しました。環境に関する

教育・研究活動をご紹介します。

1411 131 9 10874 15

■自然環境および社会環境は人の環境意識や行動にどのように作用するのか

担当教員 倉田 薫子（教育学部／総合学術高等研究院）

活動内容

環境配慮行動に影響を与える要因の分析を目的とし、自然環境の充実した地域である県西を対

象に、アンケート機会を得るために現地視察や施設訪問を行いました。また、現地調査の地域

や質問項目の選定に向けて，神奈川県民を対象に環境意識・環境配慮行動についてwebアン

ケートでスクリーニングを行いました。

活動成果

調査の結果、自然環境、自然体験、社会環境、環境知識の充実度が高い人ほど、環境配慮行動

に積極的である傾向が確認されました。本調査の結果については，さがみ自然フォーラム（厚

木市）へ出展しました。また、2025年8月に行われる環境教育学会での発表を目指していま

す。
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■海洋環境・生態系の急速な変化：成果発信と地域還元

担当教員 下出 信次 ・ 髙山 佳樹（臨海環境センター／環境情報研究院）

活動内容

神奈川県沿岸には大型海藻藻場が存在したが、衰退消失する磯焼けが進行し、臨海環境セン

ターのある真鶴半島では磯焼け後、造礁サンゴが出現し、生態系が急速に変化しています。

同センターの研究で明らかとなった知見を地域還元し、今後の海洋生態系サービスの利用の

あり方について地域ステークホルダーと論ずるため、『海の温暖化と生態系の変化〜真鶴の

海の今とこれから〜』と題したサイエンスカフェ形式のトークイベントを開催しました。

活動成果
当初定員を上回る参加者が集い、生態系サービスの持続的な利用の方法について議論を行い、

今後の地域との連携をより強いものにすることができました。

地域との環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
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羽沢横浜国大駅周辺におけるまちづくりの推進を図り、2024年10月1日に羽沢横浜国大駅前リビオタ

ワー商業施設HAZAAR内（神奈川県横浜市）に、サテライト施設「YNU BASE HAZAWA」（ベース 

ハザワ）を設置しました。本学の有する多様な学術知・実践知を駆使した分野連携及び多様なステークホ

ルダー（自治体、産業界、学校、市民等）と連携し、多角的に、社会・地域課題を解決していくための研

究及び活動またはこれらを地域に発信する拠点として、地域の発展に貢献してまいります。

ネーミングは、本学の副専攻プログラム地域交流科目の地域課題実習など、学生活動の拠点や羽沢地域

のまちづくりの拠点としてイメージしました。アカデミックなフレームワークだけではなく、多様なステ

ークホルダーとの出会いを通じ連携していく場になるよう願いを込めています。

ロゴデザインは、当施設に集う学生、教職員、地域のみなさん、生産者のみなさんが愛着を持っていた

だけるようなデザインにしました。地域の様々な人々が集まり、有機的に結びつくような連携拠点らしさ

を、フレキシブルに配置できる台形のテーブルの形をモチーフに表現しました。また、多色づかいにする

ことで、様々な人・職能が連携し、新しいもの・ことを生み出し、地域連携ならではのにぎわいを表現し

ました。

羽沢横浜国大駅前に
サテライト施設「YNU BASE HAZAWA」を設置

天板の樹種が異なるテーブル

「YNU BASE HAZAWA」のロゴ

施設内で実施されたイベントの様子
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地域との環境コミュニケーション

●がやっこ夏休み・冬休み教室を開催

「がやっこ夏休み・冬休み教室」は本学教育学部が保土ケ谷区との連携事業として行っている「みんなで

育むがやっこ事業」を構成する「がやっこ探検隊」「がやっこ先生」「がやっこ教室」の３事業のなかのひ

とつです。毎年夏休みに保土ケ谷区内の小中学生を対象とし、本学教育学部の教員が講師となり、大学の施

設・設備を利用した、科学をテーマとした体験型学習を開催してきました。

2020年度からは「がやっこ夏休み教室」および「がやっこ冬休み教室」と名前を改めて、いわゆる「科

学」に限らず、取り上げるテーマの範囲を広げて充実させてきました。2024年度の講座では、電気工作、

生物の解剖、プログラミングなどの科学に関するテーマはもちろん、竹伐りや紙を使った工作といったもの

づくりや、わらべ歌を取り入れた歌唱活動などの芸術に関するテーマ、さらにオリジナルバスボムの作成や

お菓子作りといった日常生活でのテーマと、幅広い内容で講座を実施できたことが大きな特長です。これら

の講座は、参加していただいた小学生・中学生の皆さんそれぞれに原体験を提供することができたのではな

いかと思います。

2024年度に開講したほとんどの講座で、当初設定していた定員を上回るお申し込みをいただきました。

地域のみなさまに大きな関心を持っていただいていることに感謝しつつ、今後も引き続き、地域の子どもた

ちの学びに寄り添えるよう、大学の役割を果たしていきたいと考えています。
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4 17

親子でクリスマスソングを歌おう

まわる！まわる！クリップモーター

【2024年度の講座一覧】

講座名 対象 人数

1 まわる！まわる！クリップモーター
講師：北川晃

小3～中3 26
2

3 タブレットでプログラミングに挑戦
講師：山本光

小１～中3 45
4

5 親子でイカと魚を解剖してみよう！
講師：西栄二郎

小1～小6 40
6

7
身近な材料を使って、オリジナルバスボムを
作ろう！
講師：佐桑あずさ

小1～小6 12

8 絵の具づくり ダビンチ工房
講師：河内啓成

小1～小6 33
9

10 木製廃バットのリサイクル
講師：小林大介

小3～小6 16
11

12 紙の質感を楽しもう 枯れない花束づくり
講師：伊東一誉

小1～小6 28
13

14 竹伐り体験 ギコギコ村
講師：原口健一、倉田薫子

小1～小6 23
15

16
かたまるふしぎ
講師：杉山久仁子

小1～小6 14

17 自然の形で生み出す干支（凸版）
講師：河内啓成、高芝麻子

小1～小6 39
18

19
親子でクリスマスソングを歌おう
講師：伊藤裕来

小1～小6 15

20 LEDでクリスマスイルミネーション
講師：北川晃

小1～小6 14
21

22 プログラミングで算数/数学の計算
講師：北川晃

小4～中3 20
23
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第５章 環境に関する取組

省エネルギー対策

●建物の省エネルギー・環境配慮対策

本学では、建物の省エネルギー・環境配慮対策を順次取り入れています。

■空調設備の集中コントローラによる制御

集中コントローラ制御を順次導入しています。集中コントロール制御により、設定

温度範囲の制限や消し忘れ防止など空調運転のムダを減らすことができます。また、

省エネ制御機能を使用して、節電運転を自動的に行うこともできます。

集中コントローラ

■「センシング」による冷暖房調整

時間帯による利用者の在室状況の変動が大きい建物には、人の滞在状況によって動作を調整する空調を

「センシング」イメージ

省エネルギー機器の採用

■高効率空調機器の採用

エネルギー消費効率（消費電力１kw当たりの冷房・暖房能力）の高い空調機器を導入しています。空

調更新による省エネの効果が高い建物を抽出し、複数年計画で更新を行っています。それにより約10％

のエネルギー使用量（KL）の削減を見込んでいます。

導入しています。これによりエリア毎

に発熱体（人）を感知（「センシン

グ」）し、空調の稼働・停止、風量を

制御します。

【導入建物】経済学部講義棟２号館、

中央図書館、第１食堂

■建物外周部の断熱化・遮熱化

各建物では以下のような対策改修工事を順次行っています。

・外壁・屋上の断熱化

・断熱性能のある窓ガラス使用による断熱化

・日射調整ルーバー設置による遮熱化

・金属屋根の遮熱塗料塗布による遮熱化

・既存窓ガラスに遮熱フィルム貼りによる遮熱化

・屋上・壁面緑化
体育館の遮熱塗装の屋根 窓ｶﾞﾗｽに遮熱ﾌｨﾙﾑを

貼った大学会館
本部棟の南面外壁に

設置した日射調整ルーバー

熱負荷の低減

■高効率照明器具の採用

建物大規模改修の際に、省エネに加えて環境負荷の少ないLED照明器具を順次導入

しています。使用用途に合わせて、人感センサー、初期照度補正及び昼光制御の機能

を付加して使用電力削減を図っています。

また、照明設備の改修計画を立てて財源を確保し、積極的にLED化を進めています。 LED照明
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■変圧器の集約化及び高効率変圧器の導入

年次点検の際に、既存変圧器の需要率実績が著しく低い場所は変圧器の台数を減らし集約化を行い、効

率よく運転することで省エネを図っています。また、トップランナー変圧器への機器更新を計画的に行う

ことで、電力使用量の低減を図っています。

7 11 12 13
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省エネルギー対策

■透水性アスファルト舗装の採用

本部棟周辺（2012）、第１食堂周辺（2013）では、環境に配慮した透水性アスファルト舗装を採用

しました。

透水性アスファルトは、空隙の多い舗装で、雨水を地中に直接浸透させることができ、排水路などの負

荷を軽減するとともに、雨天時の路面滞水を防ぐことができます。また、舗装面からの蒸発散により舗装

体の温度上昇を制御できるとともに、空隙が大きく蓄熱性が小さいため、ヒートアイランド現象の緩和に

も効果があります。

■屋上・壁面緑化

中央図書館では屋上緑化を行

っています。

建築学棟では壁面緑化壁を設

置し、教育研究材料としても活

用しています。

ヒートアイランド対策

太陽光や自然風の活用

■太陽光発電の設置（各附属学校）

太陽光発電設備を1998年度に附属学校5校の屋上に設置しました。

設備容量は各校ともに10ｋWで、2024年度の全発電量は約9.2千

kWhとなっています。二酸化炭素発生量に換算すると約4.2トンの削減

です。太陽光発電で余剰電力が発生した場合は電力会社へ売電できるよ

うになっています。

太陽光パネル

太陽光発電式外灯

（西暦）は改修工事完了年度

（西暦）は改修工事完了年度

■太陽光発電式外灯の設置

太陽光で発電する外灯を、常盤台キャンパスで12灯、鎌倉小学校で2

灯設置しています。晴天時4時間の発電で、外灯が自動点灯する日没後か

ら8時間の夜間照明が可能です。また、第１食堂前の２灯及び中央広場の

６灯は、緊急時に携帯電話の充電（10台程度/1灯）が出来る器具を採用

しています。

屋上緑化 附属図書館(190㎡) 壁面緑化 建築学棟
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■二酸化炭素濃度の計測による換気制御
多くの人が同時に使用する居室をもつ建物には、二酸化炭素濃度による換気制御を導入しています。こ

れにより室内の二酸化炭素濃度を計測し、濃度により換気設備を稼働します。消費電力を抑制しながら、

適切な空気環境を保ちます。

【導入建物】教育学部講義棟６号館、経済学部講義棟２号館、中央図書館など

■適温外気の積極的取入れ（ナイトパージ）

本部棟（2012）、第1食堂（2013）では、適温外気を積極的に取入れる設備を導入しました。

冷房期間中に、夜間（空調時間外）の外気が室内の冷房温度を下回る場合に、外気を室内に送風してビ

ルコンクリート躯体や居室に蓄積された熱を冷却することで、翌日の冷

房立ち上がり時の冷房負荷を軽減します。一般的な事務所建物で年間

15%程度の省エネルギー効果が期待されます。 
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省エネルギー対策

●全学的な節電の取組

■電力見える化

常盤台キャンパスの電力使用状況をそれぞれの教職員が認識出

来るように、ウェブサイト上で電力使用状況がリアルタイムでわ

かる「電力見える化」を行っています。

このウェブサイトは学内から自由にアクセス出来ます。デマン

ド監視グラフや全電力使用量のグラフも確認することが出来ます。

「電力見える化」表示画面

電力使用抑制対策本部HPより（学内向け）

http://ynu-escweb.ynu.ac.jp/escweb/Default.aspx

教育系ブロック

社会科学系ブロック

理工学系ブロック

事務局等系ブロック

全学エネルギー管理体制図

附属横浜小学校ブロック

附属横浜中学校ブロック

附属特別支援学校ブロック

附属鎌倉小･中学校ブロック

エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
員

エネルギー管理企画推進者
（施設整備課長）

〔計画推進責任者、技術管理者〕

電力の使用量を抑制するため、学長を最高責任者とした全学エネルギー管理体制（下図）により節電に努

めています。

特に夏期、冬期の冷暖房使用期間は、省エネキャンペーンを行い注意喚起を行っています。同時使用量の

増加が見込まれる場合は、学内に節電の緊急連絡を行い各ブロックで対応を行う体制となっています。

＜主な節電対策＞

・廊下、トイレ等の共通部分の可能な範囲での消灯

・エアコンの一定時間に自動電源offとなるタイマー設

定の徹底

・不要な電気機器の電源プラグはコンセントから抜く

・パソコンのディスプレイの照度を下げるように調整

・夏期及び冬期省エネキャンペーンの実施

・冷房中の室内温度28℃、暖房中の室内温度

２０℃の推奨

・空調フィルターの清掃

・クールビズ、ウォームビズの実施

・最寄り階はエレベーターを避け、階段を利用

補
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統
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者
（
理
事
）

〔
計
画
管
理
責
任
者
〕
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３年1組の総合的な学習の時間（LIFE）では、「すがたをかえる大豆」をテーマに活動しました。

昨年度の３年生が収穫した大豆をもらい理科で蒔いたのですが、うまく育ちませんでした。すると、

LIFEの時間に「自分たちで育てたものを食べたい」という意見が挙がり、そこから大豆に再挑戦すること

になりました。そこで、葉山市で田んぼの畦を補強するために植えられている「田畦豆」の苗を栄養教諭の

仲介により分けていただき、大豆の栽培がスタートしました。それと同時進行で、大豆の加工方法について、

豆腐・豆乳・味噌・醤油・きなこ・大豆ミートのグループに分かれ調べ学習を行いました。

国語では、「すがたをかえる大豆」の学習から、その他の食材の加工食品についても調べまとめることで、

自分たちが気付かないうちに加工食品を口にしていることや、様々な食材が食べやすいよう工夫して加工さ

れていることを学びました。また、栄養教諭による食育指導も兼ねた授業で、大豆の加工食品の利用が、

様々な理由で食べられない食材がある人も、みんなで同じ食事ができることに繋がることを知り、視野を広

げる機会となりました。

購入した大豆で一度、加工食品作りに取り組みました。どのグループもイメージ通りにはいかず、美味し

い加工食品を作ることは容易ではなく、作っている人の努力や工夫があることに気付くことができました。

収穫した大豆では失敗しないように、改めて積極的に調べる姿が見られました。また、給食でお世話になっ

ている豆腐屋さんや日本醤油協会からしょうゆ博士に来てもらい、豆腐作りのコツや醤油のひみつなどを教

えてもらいました。

自分たちで育てた大豆を収穫し、さやから一粒一粒豆を取り出す作業を時間をかけて行いました。取り残

しがないよう全員で確認する姿に、ここまで大切に育ててきた大豆を大切に思う気持ちが感じられました。

想像以上の収穫量にクラスみんなで大喜びでした。収穫した大豆を使用した加工食品作りは、１回目の失敗

を生かし、どのグループも満足のいくものを完成させることができました。収穫した大豆の一部は、次年度

の３年生に手紙をつけて渡しました。

３学期の鎌小LIVEでは、これまで学んできた大豆の魅力を伝えようと、グループで自分たちの取り組み

について発表しました。自分たちで育てたものを食すこと、加工食品にすることで食べやすくなったり別の

食材に代用できたりすることなど、子どもたちの食べ物への興味関心が高まり、今後の生活が豊かなものに

なっていくことを期待しています。

附属学校での環境活動

● 『すがたをかえる大豆』 附属鎌倉小学校

● 「ビーチコーミング」と「リサイクル品の回収」 附属鎌倉中学校

科学部では、ビーチコーミング（漂着物調査）や海洋生物調査を通して、鎌倉の「生きもの」「歴史」

「環境問題」について研究し、これらの成果を生徒・保護者・地域の方々に発表しています。

また、生徒会専門委員会（厚生委員会）は、使用済みインクカートリッジや牛乳パックの回収を行ってい

ます。さらに、ＰＴＡも制服や体操服等のリユース活動に取り組むなど、親から子へ「ものを大切にする」

ことも伝えています。
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味噌についての発表しょうゆ博士による出前授業

栄養教諭による「すがたをかえる大豆」の授業

豆腐作り体験

収穫した大豆 醤油グループの蒸した大豆
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毎年、PTA厚生施設委員会主催で「親子清掃」を実施し、全校生徒と保護者と教員が一緒に校内の清掃

活動を行うことで、交流を深め連帯感を養っています。例年100名以上の保護者が参加され、教室の机や

イスの脚についているゴミを取ったり、壁の汚れを拭きとったりするなど、通常の清掃で行き届かない箇所

の清掃を行い校内美化に努めます。終了後にはクラスで生徒と保護者と教員合同で反省会を行い、効率のよ

い清掃方法を確認し、和やかな雰囲気で終了します。

また、「制服を譲り受ける会」というものがあり、例年多くの保護者が制服リサイクルを活用して、資源

のリサイクル化に協力しています。

● 「未来に残したい環境づくり」 附属特別支援学校

小学部では「ピカピカ大作戦」と銘打ち、近隣住民の方々と清掃活動に取り組みました。中学部では資源

循環局を見学し、「つくる責任 つかう責任」について学習することができました。高等部では宿泊学習で

ビーチクリーンを体験し、海の環境問題について持続可能な環境づくりを学習しました。今後も体験的に学

べる教育実践の展開を、進めていきたいと考えています。

● 「親子清掃・制服を譲り受ける会」 附属横浜中学校

附属学校での環境活動

附属横浜小学校の校庭の一画には、『学級園』といわれる場所があります。『学級園』ではこれまで米作
りを行ったり、畑で野菜を育てたり、理科の学習や生活総合・総合単元学習とつなげて代々利用されてきま
した。また中には、小さな池もあり、生き物の暮らす場所としても自然豊かな一部として残されています。
しかし、最近の学級園はというと、数年間管理がなされずにとても生き物の暮らす場所としてのイメージと
は程遠いものになっていました。そんな学級園と出合った４年１組では、「学級園を再生させよう」と、プ
ロジェクトが立ち上がり、「生き物にとって、暮らしやすい・住みやすい環境をつくること」と「横小の人
たちにとって学びやすい環境をつくること」の２つの柱をもとに、再生に向けた活動が始まりました。

最初に散らかった物やゴミを片づけることから始めました。子どもたちは協力してゴミを集め、学級園を
きれいにすることができました。その後、草を刈ろうとした際に、子供たちの予想以上の草の背の高さに衝
撃を受け、これをどう改善すべきか考えました。そこで副校長先生と相談し、最終的にはプロの造園業者の
方々に協力していただくことになりました。プロの力を借りて、より効率的かつ安全に作業を進めることが
でき、また整備のいろはを学ぶことができました。

次に、学校の環境づくりのために子どもたちはいくつかのグループに分かれて活動を行いました。子ども
たちは、自分たちの作業がどのように生き物たちにとって有益な環境をつくるかを考え、調べたり試行錯誤
したりしながら活動しました。例えば花壇のグループでは、どの花がどの季節に咲くのか、どの植物がどの
ような生き物を引き寄せるのかを調べ、適切な植栽を行いました。

子どもたちは、これらの活動を通じて、自然環境の大切さや生き物の生息地を守るために何をすべきかを
深く学びました。また、試行錯誤しながら進める中で、協力することの重要さや成果が目に見える形で現れ
る喜びを感じることができました。

自分たちが求める学級園とは何かを手掛かりに、その理想や願いを話し合い行動につながっていきました。
そしてその願いを叶えていくために、様々な方々にお力添えをお借りしながら学びを深めていきました。自
分たちの願いを叶えること、そして“自分たちだけ”ではなく“みんなが利用できる場”としての捉えを大
切にしながら社会貢献の素地となる活動になりました。

●『学級園再生プロジェクト』 附属横浜小学校
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横浜国大生協での環境活動

生協食堂で製造しているお弁当は、『リ・

リパック』というリサイクル容器を使用して

います。食べ終わった容器を回収し、再生原

料ペレットに加工後、もう一度容器として再

生します。表面のフィルムを熱圧着方式で加

工する事で、右図のように汚れごとフィルム

を剥がせます。容器洗浄の必要がなく、水を

汚さずに少ないエネルギーでリサイクルが可

能です。

丼型以外に、複数の食品を詰められる、仕

切りのついたトレー型もございます。

●食堂での取組

・年2回行われる全学一斉清掃に参加しています。（P.26に関連記事）

■レジ袋の削減

レジ袋購入カード

●その他の取組

●店舗での取組

大学オリジナルエコバック

■インクカートリッジ・トナーの回収

●不要になったバイク・自転車の回収

学内の放置バイク減少を目的に、不要になったバイクの回収を行っています。各駐輪場に放置の禁止を

訴える看板を設置し、不要となったバイクの引渡しを呼びかけています。

また、不要となった自転車も回収しており、毎年４月には修理・点検したリサイクル自転車の販売を行

っています。（ 2024年度は自転車１台、原付バイク３台を回収しました。 ）

■お弁当はリサイクル容器『リ・リパック』を使用

食べ物ロスとは、食べ残し、時間経過し品質的に出食不可能な食材、調理ロス、お弁当の残りなど、ま

だ食べられる食品を廃棄してしまうことです。最近では消費者庁や農林水産省などが問題提起や取り組み

を強めています。横浜国大生協食堂は、2024年度食材廃棄ロスの現状を調査したところ、食材廃棄ロス

は約1.6トンと少しづつではありますが削減できました。（2023年度は1.9トンで、食べ残し量はカウン

トされていません）。

廃棄量の削減対策として『計画的な調理作業』『食材発注の精度向上』などの取り組みを行なっており

ます。

■食べ物ロス減少に向けた取組

『リ・リパック』リサイクルの流れ
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生協店舗では、2010年１月よりレジ袋を有料化

（１枚５円）する事で、レジ袋の削減を行っていま

す。袋が必要な場合は会計時にレジ袋購入カードを

提示、もしくは店員にその旨を伝えてもらう方式を

取っております。また、店舗では大学オリジナルエ

コバックも販売しています。

・使用済みインクカートリッジを店頭で回収し、再生業者に渡しています。

・使用済みのトナーは店頭もしくは研究室等に回収に伺い、回収した使用済みのトナーを再生業者に渡し

ています。
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●教育研究環境美化の日（全学一斉清掃）の実施

教育研究環境美化に関する取組

2019
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

前年度比

参加人数
(人)

3,298 1,349 1,376 2,926 3,075 -

平均参加率※

(％)
16.5 13.9 14.2 15.1 14.4 0.7減

1996年度より春と秋の年２回、教育研究環境美化の日を設定し全学一斉清掃を実施し、キャンパス環

境美化を推進しています。2024年度で29年目になりました。

全学一斉清掃では、キャンパス構内のゴミ拾いや落ち葉の掃き掃除などの清掃、また、地域への貢献を

目指しキャンパス周辺の一般道路の清掃など活動範囲を広げています。2015年度秋の回からは、常盤台

地区連合町内会の方々と一緒にキャンパス周辺の清掃活動を行っています。

※平均参加率＝各回の平均参加人数／教職員・学生の総数

※2020年度は規模を縮小して実施したため、人数の集計なし

2021年度は春のみ・2022年度は秋のみの人数集計
清掃中の写真

清掃前 清掃後（きれいになりました！）

≪清掃前後比較≫

≪全学一斉清掃参加人数・参加率≫

環境に関するその他の取組

● 『リサイクル掲示板』の活用

本学の教職員専用WEBページ内に『リサイクル掲示板』を設置し、運用しています。消耗品から備品ま

で、事務室・研究室で模様替や事業内容の変更等により不用になった物品等を掲載し、新たな使用者を募

る掲示板です。これにより学内資源の有効活用、ゴミ及び経費の削減を図っています。

2024年度は不用物品等の掲載が79件あり、内41件について新たな使用者が見つかりました。
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●構内美化スタッフによる清掃の実施 108

常盤台キャンパスには、日々清掃に励む構内美化スタッフがいます。主な業務は屋外の落ち葉清掃で

す。清掃範囲はキャンパス内の一部分ではありますが、彼らの日々の清掃業務のおかげで、きれいなキャ

ンパスが保たれています。どうか、温かいまなざしで見守ってください。

構内美化スタッフ（施設部）のみなさん 清掃状況
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本学では、化学物質や高圧ガスの使用に関し安全にそれらを利用できるように、安全衛生リテラシーを高

めるための活動として、毎年安全衛生講習会を実施しています。

具体的にこの講習会では、

１）高圧ガス保安法等に基づく、高圧ガスの貯蔵、

取扱及び消費等の説明

２）労働安全衛生法等に基づく、化学物質（有機溶剤、特定化学物質等）

の自律管理、危険物・毒劇物等の貯蔵、取扱及び消費等の説明

３） これらのプラットフオームとなる、安全衛生マネジメントシステム

（ISO45001）の説明と活動方法

４）危険性のある装置・作業などの危険を疑似体験できる危険体感教室による危険感受性の向上

などについて講習を行い、高圧ガスや化学物質の適切な使用に大きな成果をあげています。

第６章 環境に関する規制についての体制

●環境リスクマネジメント

大学において発生する様々な危機に迅速かつ的確に対処するため、本学では 「国立大学法人横浜国立大学

における危機管理に関する規則」に基づき、危機管理体制等を定め、本学の教職員及び学生等の安全確保を

図るとともに、大学の社会的な責任を果たす事としています。

環境汚染事故等に関しては、『危機管理基本マニュアル』の「教職員に係る危機への対応」の中で、「毒

物・劇物の盗難及び事故」や「遺伝子組換え実験に係る事故」のマニュアルを策定しています。

■危機管理体制

• 『全学危機管理委員会』の設置（委員長：学長）

危機管理に関する基本方針や全学的施策等を審議するとともに、危機に関する情報収集、分析及び

情報提供を行います。

• 『全学危機管理対策本部』の設置（対策本部長：学長又は理事）

複数の部局、委員会等に係る危機が発生し、又は発生するおそれがある場合において、危機対策を

講じる必要があると判断する場合に設置します。

• 『部局等危機管理対策本部』の設置

 危機が発生し、又は発生するおそれがある場合における危機対策を講じるために設置します。

環境に関する規制についての体制

●高圧ガス

本学では、高圧ガスボンベの適正管理の一環として2011年度に高圧ガス管理システム（IASO-G）を導

入し試行を行い、2012年度から本格稼働しています。2025年7月現在、175研究室が参加し運用してい

ます。

安全衛生講習会の様子

化学薬品使用にあたり、関係法律等による規制を遵

守し適正に管理するため、本学では、化学薬品の適正

管理の一環として2004・2005年度に薬品管理シス

テムを導入しました。2025年7月現在、化学薬品

（試薬）を取扱う197研究室が参加し運用しています。

取扱量が多かった物質は、右表の通りです。PRTR

法に基づき1tを越えている化学薬品（ノルマルヘキサ

ン）について報告を行いました。

●化学薬品

化学薬品（第１種指定化学物質）取扱量 （単位：kg）

物 質 名 2024年度

ノルマルヘキサン 1,410

クロロホルム 522

ジクロロメタン（別名塩化メチレン） 717

ベンゼン 3

トルエン 219
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●安全衛生リテラシーを高めるための活動 ～安全衛生講習会～

11

12

12

12
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●ＰＣＢ廃棄物

PCB廃棄物は、「ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の適正な処理に関する特別措

置法」等に従い、専用の保管場所を設け、飛散・流出・地下浸透がないように専用容器

にて適正に保管等が必要な特別管理産業廃棄物です。含有しているPCB濃度によって

「高濃度PCB廃棄物」、「低濃度PCB廃棄物」に区分され、それぞれ処分期限が決め

られています。本学が含まれる事業エリアでは、「高濃度PCB廃棄物」は2023年3月

31日まで（安定器及び汚染物のみ）、「低濃度PCB廃棄物」は2027年3月31日まで

となっています。

本学では、2017年から処分を開始し、

2021年度にすべてのPCB廃棄物の処分を

完了しました。

分析試料サンプリング実施中

●大気汚染・排水

（単位：ｍg/L）排水の主な分析項目と測定値（2024年度）

保管状況

PCBとは

性状的に安定しており、絶縁性も良く、沸点が高いなどの特長を持つ

物質で変圧器、コンデンサーなど電気部品などに多く使用されていまし

たが、毒性があり、生体に蓄積されるなどの有害性が指摘され、現在で

は製造や新たな設置などは禁止されている物質です。

適正処理が行われるまでは事業所で漏洩など無いように、基準に基づ

いた管理が求められています。

化学薬品等を扱う実験室にはドラフトチャンバー（局所排気装置）とスクラバー(排ガス洗浄装置)を設置

しています。また、大気汚染防止の対策として、年１回の定期点検を実施し、性能の維持・確保に努めてい

ます。排水については下水道放流部で月2回分析を行い、汚染のないことを確認しています。下記が主な分

析項目と測定値です。全ての項目で水質基準値超過はありません。

●実験廃液

実験・研究室で使用された有害物質を含む廃液は、無機系と有機系（主に10分類）に分別されています。

発生場所において当事者が貯留後、無機系は排水浄化センターにて処理され、中水として再利用されていま

す。また、有機系は外部廃棄物処分業者により適切に処理されます。

廃液の取扱者に分類の方法、処理のフロー、排水浄化センターへの搬入手続き等を記載した「濃厚廃液取

り扱いの手引き」を、ウェブサイト、取扱説明会などで配布し周知を行っています。

濃厚廃液処理量 （単位：Ｌ）

環境に関する規制についての体制

区分 濃厚廃液種別 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

無機系

重金属・酸アルカリ 3,760 5,099 6,997 9,299 11,013

クロム化合物 140 0 20 61 51

シアン化合物 40 80 0 82 0

水銀化合物 0 0 0 0 0

特殊廃液 190 160 700 132 190

有機系 廃油・廃溶媒 9,390 14,230 17,184 19,800 15,200

有害物質名 水質基準値 実測最大値 基準値超過

カドミウム 0.03以下 0.003以下 0

シアン 1以下 0.1以下 0

鉛 0.1以下 0.01以下 0

ヒ素 0.1以下 0.005以下 0

水銀 0.005以下 0.0005以下 0 

トリクロロエチレン 0.1以下 0.002以下 0 

テトラクロロエチレン 0.1以下 0.002以下 0

ジクロロメタン 0.2以下 0.007 0

横
浜
国
立
大
学
の
概
要

環
境
配
慮
の
方
針

環
境
教
育
・
研
究

環
境

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

環
境
に
関
す
る
取
組

環
境
に
関
す
る

規
制
に
つ
い
て
の
体
制

そ
の
他
の
取
組

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

自
己
評
価

6 12

6 12

12

11



29

2024年12月3日に安否確認システム（ANPIC）を用いた安否確認の連絡訓練と指定場所への避難訓

練を実施し、学生6,016名と教職員1,453名が参加しました。また、2023年3月16日には地震発生を

想定した訓練として、全学対策本部、部局対策本部を立上げ、想定事例に対する部局対策本部の初期対応

及び全学対策本部の各班による任務を確認しました。

指定場所への避難訓練の様子

第７章 その他の取組

●防災・防火訓練の実施

防災への取組

本学では、大規模地震や火災等の緊急時に備え、防災・防火に対する正しい知識を身につけることを目的

とした、防災・防火訓練を実施しています。

キャンパス利用者にいち早く地震の発生を通知して地震災害を軽減するため、緊急地震速報を整備してい

ます。2014年3月に常盤台キャンパス全域を網羅した一斉放送設備を整備し、緊急地震速報だけでなく緊

急時の一斉放送が可能になりました。附属学校では各校舎に緊急地震速報システムを設置しています。

●緊急地震速報システムの設置

■常盤台キャンパス（全体）

●地域との防災に関する協定

本学は、大規模災害発生時の地域貢献の一環として、以下の協定を締結しています。

• 「保土ケ谷区との防災協力協定」（2013年10月23日締結）

災害時に本学の一部施設を補充的避難場所（多数の避難者が発生し、地域防災拠点等のスペース

が不足する場合に開設する避難場所）として、区に約１週間提供可能とすることで合意したもの

• 「横浜市と大規模災害時における災害廃棄物の仮置き場の設置協力に関する協定」（2016年6月16

日締結）

大規模災害発生後の復旧・復興を迅速に進めるためには、災害廃棄物の仮置き場を確保する必要

性が高いことから、横浜市の協力要請を受け入れたもの
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なお、本学ではこれまでに、学生・教職員及び地域住民（常盤台地

区町内会、羽沢地区町内会）を対象としたシェイクアウト訓練（１分

間の安全確保行動）や指定場所への避難訓練、災害時の要員確保とし

て自宅から大学まで徒歩で参集する訓練など、さまざまな防災・防火

訓練を実施しています。

11

11

11 17

●防災拠点機能強化

マンホールトイレや、緊急時に携帯電話の充電が出来る太陽光発電式外灯（P.25参照）など、災害時に

活用出来る機能の整備を順次行っています。2014年に導入した井水浄化設備（P.43参照）では、タンク

内の浄化水を飲用水として利用出来ます。

マンホールトイレ防災拠点機能を強化した中央広場

キャンパス中央に位置する憩いの場であり災害

時の避難場所となっている中央広場では、緊急車

両進入路や災害トイレ用マンホール（6箇所）な

どを整備しました（2016年5月完成）。地域と連

携した防災訓練を行うなど、防災拠点としての機

能強化を図っています。また、構内の既存マンホ

ールを調査し、災害トイレとして使用できるマン

ホールを新たに29箇所確認しました。

11
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安全衛生への取組・その他の取組

●労働安全衛生への取組

2025年5月1日現在

■長時間労働による健康障害防止対策

本学では、過重労働対策として超過勤務時間が以下の基準を超える場合は、産業医への受診を義務付け

ています。受診状況については労働安全衛生委員会に報告し、対策等の検討を行っています。

（１）超過勤務時間が月80時間を超える場合

（２）超過勤務時間が60時間を超える月が2カ月連続した場合

（３）超過勤務時間が45時間を超える月が5カ月連続した場合

■作業環境測定

■健康管理

■職場巡視

本学では専任衛生管理者を含め8名の衛生管理者をおき、それぞれの所属部局を中心に定期的に職場巡

視を行い、その結果を毎月開催される労働安全衛生委員会で報告し、対策等の検討を行っています。

■常盤台キャンパスの禁煙対策

労働安全衛生法に基づく作業環境測定を、2024年度は70部屋を対象に実施しました。

   測定の結果は労働安全衛生委員会で報告し、改善を図っています。

労働安全衛生委員会で定期健康診断の受診状況について報告し、受診率の改善に努めています。また、

2024年度は「心理的な負担の程度を把握するための検査」（ストレスチェック）及びその結果に基づく

面接指導、「マインドフルネス研修」を実施しました。

改正健康増進法への対応として、キャンパス内に計6か所の特定屋外喫煙場所を整備し、受動喫煙防止

に取り組んでいます。

◆本学ウェブサイトのキャンパス内特定屋外喫煙場所掲載URL：

 https://www.ynu.ac.jp/campus/attention/smoking.html

本学では、下図の労働安全衛生管理体制のもと、主に以下の項目の取組を行っています。
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■ＡＥＤの設置・心肺蘇生法講習会の開催

安全衛生への取組・その他の取組

AED設置例（講義棟入口）

学内の急病人（突然の心肺停止）発生時の救命率を向上させるため、

キャンパス内各所にＡＥＤ（自動体外式除細動器）を設置しています。

現在、常盤台キャンパスでは守衛所や体育館など22箇所に設置しています。

そのうち守衛所など7箇所は24時間対応可能です。

また、毎年6月と12月の年2回、心肺蘇生法講習会を開催しており、約３

時間で人工呼吸、心臓マッサージ、AEDの講習及び実技を行っています。

◆本学ウェブサイトのAED設置場所掲載URL：

https://www.ynu.ac.jp/campus/support/aed.html
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■化学物質の自律的管理への対応

近年、化学物質の管理について国が進めている化学物質の自律的管理に関し、本学においても規則類の

整備を行い、化学物質の自律的管理への対応を進めています。

■安全衛生リテラシーを高めるための活動

化学物質や高圧ガスを取り扱うに際し必要な能力を向上させるため安全衛生リテラシーを高める活動を

進め、文系理系を問わず関心を持つ学内学生や教職員を対象とした、安全衛生講習会、危険体感教室を開

催し、安全にかかわる能力の向上を図っています。

●ダイバーシティの推進

本学は、多様性(Diversity)と包摂性(Inclusion)こそが、国際的競争力のある卓越した研究と次世代教

育を実現する高等教育機関のダイナミズムになるという考えから、2019年7月にダイバーシティ推進宣

言を発出しました。2020年4月にはダイバーシティ戦略推進本部を設置し、学長自らが本部長を務める

とともに、ダイバーシティ担当副学長を任命しました。

2023年3月には、「横浜国立大学憲章」を、その後の社会変化や現況等を踏まえて約20年振りに改

定し、これまでの4つの理念である「実践性」・「先進性」・「開放性」・「国際性」に加え、新たな理

念として「多様性」を追加しました。この新たな大学憲章のもとで、多様性を活かした取り組みを実践し、

差別や偏見のないキャンパスコミュニティの構築等を進めています。

■男女共同参画

D&I
Teaching to Diversity
Celebrate Diversity

■D＆I 教育研究実践センター

111085

研究支援員制度の継続的な実施を始めとする教職員のライフイベントへの配慮や、各種支援を通じた教

職員のワークライフバランスの向上の取り組みを行うことにより、教育研究環境を整備しています。

障がい等の有無にかかわらず全ての子供が共に学ぶイン

クルーシブ教育の実現に資する教育と研究の実践を通じ、

共生社会の実現に寄与することを目的として、2023年4月、

ダイバーシティ推進戦略本部のもとにD＆I教育研究実践セ

ンターを設立しました。

大学憲章に新たに加えられた「多様性」の理念を実現し

ていく取組の一環でもあります。

認定こども園外観

■学内認定こども園

横浜市、保土ケ谷区からの要請や学内の要望をうけ、2012年4月

常盤台キャンパス敷地内に認可保育所が開設されました。近隣の待

機児童解消への協力、教育・研究・就業環境の改善を行っています。

なお、2025年4月には、幼稚園と保育所の機能を併せ持つ幼保連携

型認定こども園へと移行しました。
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安全衛生への取組・その他の取組

■障がい学生支援

■キャンパスユニバーサルデザイン化

ユニバーサルデザイン調査の様子
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数存在することがわかりました。この結果をもとに、ユニバーサ

ルデザインキャンパス整備計画を作成し、順次整備を実施してい

ます。

202４年度は、北門からの歩道整備（車いすゲート設置）、バ

リアフリールーム（個別学習ブースやカームダウンスペース、開

講型学習スペース）の整備、教育学部美術棟付近の暗所調査・照

明の照度の改善を行いました。

今後も幅広い利用者が安全、快適に利用できるキャンパスを目

指して、施設のユニバーサルデザイン化を推進していきます。

横浜国立大学障がい学生支援室では、本学に在籍する障がいのある学生が障がいのない学生と同じよう

に教育や研究に参加できるよう、学内の関係部署等と連携して、支援を行っています。障がい学生支援室

は、主に以下の業務を行います。

① 障がい学生の受入方針に関すること。

② 障がい学生のための支援方法等の提案及び調整に関すること。

③ 関係機関との連絡、調整及び連携に関すること。

④ 支援情報等の公開に関すること。

⑤ 障がい学生への支援の啓発に関すること。

⑥ 施設・設備のバリアフリー化に関すること。

⑦ 障がい学生からの相談に関すること。

本学では、キャンパスのユニバーサルデザイン化を利用者参加型で進める取組の1つとして、常盤台キ

ャンパスにおいて、ユニバーサルデザイン調査を実施しています。教員、職員、学生や車いす使用者等、

多様な方々が参加し、構内施設の点検を行うことにより、構内には普段は気が付かないような障がいが多

「ユニバーサルコミュニケーション研修 ～聴覚障がい編～」
開催

2024年10月25日（金）に、本学学生及び教職員を対象としたダ

イバーシティ推進本部バリアフリー推進部門主催の「ユニバーサルコ

ミュニケーション研修 ～聴覚障がい編～」を開催しました。

この研修は聴覚障がいへの理解を深めていただき、サポートが出来る

学生・教職員を増やすことが目的です。

当日は、講師の筑波技術大学 障害者高等教育研究支援センター磯

田恭子氏より、聴覚障がいに関する基礎的な説明の後、大学での主な

困りごと、コミュニケーションの取り方、支援する際の注意点等につ

いてレクチャーがありました。

参加者からは「聴覚障がいへの理解が深まった」「サポートの例の

具体的な説明があり、わかりやすかった」と好評をいただきました。

当日参加できなかった学生・教職員向けに、12/6まで学内限定オン

デマンド配信も実施しました。

周知ポスター
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2022～23年度にかけてダイバーシティ戦略推進本部バリ

アフリー推進部門と大原一興教授（現 名誉教授）の研究室の

学生が協働で、三ッ沢上町駅・羽沢横浜国大駅から本学まで

車いす利用者が比較的安全に通行できるルートを調査・検討

し、アクセスマップを制作しました。実地調査には車いす利

用者にもご協力をいただき、実用的なマップを制作すること

ができました。

◆本学ウェブサイトバリアフリーマップURL：

https://www.ynu.ac.jp/access/map_barrierfree.html

車いすアクセスマップ

2022年３月に『常盤台キャンパスバリアフリーマ

ップ（総合）』を作成しました。多目的トイレ（車い

す対応トイレ）、エレベーター、建物入口の段差の有

無、坂道の勾配、優先駐車場などの情報を1枚に表す

ことを目的として作成したものです。建物編、坂道編

と合わせて3種類のバリアフリーマップがあります。

◆本学ウェブサイトバリアフリーマップURL：

https://www.ynu.ac.jp/access/map_barrierfree.html

キャンパスバリアフリーマップ（総合編）

建物編

坂道編

■キャンパスバリアフリーマップ
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安全衛生への取組・その他の取組

車いすアクセスマップ（羽沢横浜国大駅～横浜国立大学） 車いすアクセスマップ（三ツ沢上町駅～横浜国立大学）
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第８章 環境パフォーマンス
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2024年度（2024年4月1日～2025年3月31日）の財務データを対象とした環境会計情報を開示いた

します。環境省の『環境会計ガイドライン（2005年版）』を参考として環境保全コスト、環境保全効果お

よび環境保全対策に係る経済効果（節約額）についてまとめました。環境会計情報の範囲や収集に関する方

針については、以下に記します。

●環境保全コスト

＜環境会計情報の作成方針＞

本学では経理システムと連動した環境会計システムは導入されていないため、2024年度の財務データにもとづ

き、環境保全活動に関わるデータを抽出し、分類・整理しました。集計範囲は、本学のすべてのキャンパス（大学

と附属学校）における財務データです。環境保全コストは主として環境保全を目的とした活動に要した投資額と費

用額を集計していますが、人件費、減価償却費およびグリーン購入に関する費用は含まれていません。また、抽出

したデータは差額集計や案分計算は行わず全額集計しています。なお、投資額とは、環境保全対策の効果が長期に

及ぶ環境保全対策に係るコストを指し、これ以外の環境保全を目的としたコストを費用額としています。

環境保全効果については、2023年度と2024年度の物質・エネルギーのインプットとアウトプットの総量を明

らかにするとともに、差額を環境保全効果として物量で表示しています。節約額については、環境保全効果として

示した物量に、各物質等の2024年度平均単価を乗ずることで算出しています。

環境保全コストは様々な環境保全活動に要した費用を集計しているため、節約額には直接貢献しない部分が含ま

れています。

環境活動領域別分類

事業活動別分類

①
地
球
温
暖
化
対
策

②
大
気
環
境
保
全
・

オ
ゾ
ン
層
保
護

③
騒
音
・
振
動
・

悪
臭
対
策

④
水
環
境
・

土
壌
環
境
・

地
盤
環
境
保
全

⑤
廃
棄
物
・

リ
サ
イ
ク
ル
対
策

⑥
化
学
物
質
対
策

⑦
建
物
・
敷
地
緑
化

⑧
森
林
保
全
・

生
物
多
様
性
保
全

⑨
生
活
環
境
保
全

合計

Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
、

冷
暖
房
装
置
更
新
、
人
感
セ
ン
サ
ー
設
置
等

排
ガ
ス
浄
化
装
置
修
繕
・
ア
ス
ベ
ス
ト
調
査
等

換
気
扇
設
置
・
運
用
、
し
尿
処
理
等

排
水
浄
化
シ
ス
テ
ム
運
用
、
水
質
検
査
等

一
般
・
産
業
廃
棄
物
処
理
、
リ
サ
イ
ク
ル
等

廃
液
、
薬
品
庫
整
備
関
係
、
Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
処
理
等

屋
上
・
壁
面
緑
化
・
敷
地
内
緑
化
等

森
林
伐
採
・
整
備
・
野
生
生
物
対
策

清
掃
、
害
虫
駆
除
、
景
観
整
備
等

(1) 事業エリア内
コスト

投資額 126,294 1,796 1,925 303 ― ― ― ― ― 130,318

費用額 32,562 10,035 1,466 11,312 34,263 2,402 ― ― ― 92,042

(1)-1 公害防止
コスト

投資額 ― 1,796 1,925 303 ― ― ― ― ― 4,024

費用額 ― 10,035 1,466 11,312 ― 2,402 ― ― ― 25,215

(1)-2 地球環境
   保全コスト

投資額 126,294 ― ― ― ― ― ― ― ― 126,294

費用額 32,562 ― ― ― ― ― ― ― ― 32,562

(1)-3 資源循環
コスト

投資額 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 0

費用額 ― ― ― ― 34,264 ― ― ― ― 34,264

(2) 管理活動コスト 投資額 ― ― ― ― ― ― ― ― 49,928 49,928

費用額 ― ― ― ― ― ― 14,611 25,220 65,759 105,590

投資額合計 126,294 1,796 1,925 302 ― ― ― ― 49,928 180,245

費用額合計 32,562 10,035 1,466 11,312 34,264 2,402 14,611 25,220 65,759 197,632

2024年度の環境保全コストは投資額が約1.8億円（前年度比約1.5倍）、費用額が約2.0億円（前年度比

約1.0倍）でした。2024年度は空調設備改修、LED照明器具への更新を行ったため、地球温暖化対策への

投資額は増加しました。費用額については、生活環境保全が約33%、廃棄物・リサイクル対策が約17%、

地球温暖化対策が約16%という順になっていますが、森林保全・生物多様性保全にかかる費用も大きく増加

しており、本学常盤台キャンパスを象徴する樹木の管理費用が年々増加しています。生活環境安全の投資額

の増加は、バリアフリートイレの整備に起因します。
（単位：千円）

（注）合計金額の数値は四捨五入の関係上一致しないことがあります。
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環境会計
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(＊1)井水は、その使用自体が市水の削減につながると考え、総量に市水平均単価を乗じて経済効果（節約額）を計算しています。
(＊2)中水は、その使用自体が市水と排水量の削減につながると考え、それぞれの総量に市水と下水料金の平均単価を乗じて経済効果

（節約額）を計算しています。
(＊3)国におけるPCBの処理システムの確立に伴い、2017年度から処理を開始しました。
(＊4)各種リサイクルに関わる経費については、リサイクル量の削減が必ずしも経済効果とはいいがたいため、2015年度から経済効

果に含めないことにしました。
(＊5)PCB処理については、年度毎に単価が大幅に異なるため、処理年度で行を分けています。
(注)  合計金額の数値は四捨五入の関係上一致しないことがあります。

環境保全効果
経済効果

（節約額）
（単位：千円）

平均単価
（2024年度）

環境保全効果の分類 環境パフォーマンス指標（単位） 2023年度 2024年度
環境保全効果
(前期との差)

事業活動に

投入する

資源に関する

環境保全効果

（INPUT）

総エネルギー投入量（GJ） 171,782 159,399 12,383 ― ―

電気（kWh） 15,964,897 16,482,166 ▲517,269 ▲14,618 28.26円/kWh

都市ガス（Nm
3
） 348,641 372,796 ▲24,155 ▲2,852 118.09円/Nm３

灯油（L） 2,128 1,042 1,086 163 150.02円/L

LPG（m
3
） 54 46 8 21 2,675.73円/ｍ3

ガソリン（L） 3,387 2,992 395 81 203.92円/L

軽油（L） 406 924 ▲518 71 136.26円/L

市水（m
3
） 35,513 38,647 ▲3,134 ▲1,253

399.79円/ｍ3井水（m
3
）

(＊1)
59,149 52,571 6,578 2,630

中水（m
3
）

(＊2)
18,213 21,072 ▲2,859 ▲1,143

PPC用紙（重量換算-t） 40.06 37.33 2.73 538 197,224.89円/ｔ

INPUT節約額合計 ― ― ― ▲16,362 ―

事業活動から

排出する

環境負荷及び

廃棄物に関する

環境保全効果

（OUTPUT）

温室効果ガス排出量（ｔ-CO2） 8,032 7,896 136 ― ―

総排水量（m
3
） 93,884 90,860 3,024 1,265

418.28円/ｍ3

中水利用分仮想排水量（m
3
） 

(＊2)
18,213 21,072 2,859 1,196

無機系廃液（L） 9,573 11,254 ▲1,681 ▲142
84.49円/L

有機系廃液（L） 19,800 15,200 4,600 389

一般廃棄物排出量（ｔ） 92.08 130.11 ▲38.03 ▲1,356 35,668.45円/ｔ

産業廃棄物(PCB以外)排出量（ｔ） 349.70 332.45 17.25 1,482 85,892.55円/ｔ

PCB処理量(t) (＊3) (＊5)
2023年度処理分 0 0 0 ― ―

2024年度処理分 0 0.01 ▲0.01 232 23,210,000円/ｔ

プラスチックリサイクル量（t）
(＊4)

26.15 6.26 19.89 ― 71,500円/ｔ

缶・びん・ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙﾘｻｲｸﾙ量（t）
(＊4)

19.59 17.60 1.99 ― 28,806.2円/ｔ

古紙類リサイクル量（t）
(＊4)

167.67 171.72 ▲4.05 ― 14,934.6円/ｔ

OUTPUT節約額合計 ― ― ― 3,066 ―

合計節約額 ― ― ― ▲13,296 ―

2024年度は、2023年度に比べて多数の項目で昨年度よりも改善が見られ、経済効果全体の節約額は約

マイナス約13百万円となりました。

電気、ガス等のエネルギー使用量については、空調機器使用による影響が大きく、その年の平均気温によ

り上下しており、近年の猛暑による影響もあり増加傾向となっています。水使用に関する指標は工事の影響

により一時的に井水浄化設備を停止していたため、市水の利用が増加しています。燃料（灯油、軽油等）に

ついては使用量に対する増減幅が大きくなっていますが、その年の使用頻度の差が大きいため、使用量が増

減しています。常盤台キャンパスの温室効果ガス排出抑制については、目標を達成していないため（P.37

参照）、一層の削減策を検討する必要があると考えられます。廃棄物については、産業廃棄物は減少したも

のの、一般廃棄物が増加しリサイクル量が減少しているため、分別の徹底を周知する必要があります。
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各キャンパスにおける教育・研究・その他の活動

本学における教育・研究・その他の活動に伴って各種エネルギーの消費、廃棄物・二酸化炭素等が排出さ

れています。ここでは、主要な４キャンパスの消費、排出における環境への負荷の状況について示します。

マテリアルバランス
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キャンパス

各エネルギー等使用量

電気

（ ｋWh ）

都市ガス

（ Nm3 ）

灯油

（Ｌ）

LPG

（m3）

ガソリン

（Ｌ）

軽油

（L）

市水

（ｍ3）

井戸水

（ｍ3）

PPC用紙

（ｔ）

常 盤 台 15,534,432 313,961 438 46 2,992 924 14,797 52,571

37.3
鎌  倉 345,998 28,936 792 - - - 9,431 -

立 野 289,335 15,037 - - - - 9,824 -

大 岡 312,401 14,862 920 - - - 4,595 -

計 16,482,166 372,796 2,150 46 2,992 924 38,647 52,571 37.3

常盤台 中水使用量 21,072  m3

ＩＮＰＵＴ

ＯＵＴＰＵＴ

項 目 （単位） 排出量

温室効果ガス （ｔCO2） 7,896

総 排 水 量 （ m3 ） 90,860

無 機 系 廃 液 （Ｌ） 11,254

有 機 系 廃 液 （Ｌ） 15,200

一 般 廃 棄 物 （ｔ） 130.11

産 業 廃 棄 物 （ｔ） 332.45

項 目 （単位） 排出量

プ ラ ス チ ッ ク リ サ イ ク ル 量 （ｔ） 6.26

缶・びん・ペットボトルリサイクル量 （ｔ） 17.60

古 紙 類 リ サ イ ク ル 量 （ｔ） 171.72

中水リサイクルへ
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主要４キャンパス総エネルギー使用量
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電気

90.38%

都市ガス

9.51%

灯油

0.01%

LPG

0.003%

ガソリン

0.07%

軽油

0.02%

●常盤台キャンパス

≪エネルギー使用量≫

現行制度による計画に対する実績

基準年度：2021年度

計画期間:2022年度～2024年度

※条例改正により、２年で終了し、新制度による計画へ移行。

横浜市条例『横浜市生活環境の保全等に関する条例』に基づき、2005年度より地球温暖化対策計画を策定しこ

れに基づき、地球温暖化を防止する対策を推進しています。2009年度条例改正により、2010年度より横浜市内

の他の主要団地（立野団地、大岡団地）も含めた計画となりました。

地球温暖化を防止する対策の推進に関する方針

○ 本学は、自らの事業活動のあらゆる分野を通じて温室効果ガスの排出抑制に率先して取り組むことにより、排出抑制を図り、

地球温暖化対策を推進し、活力のある持続可能な社会の実現に貢献します。

○ 本計画の推進及び点検・評価のため、全学的な組織を整備するとともに、地球温暖化対策を長期的、継続的に実施します。

横浜市内キャンパスの温室効果ガス排出について

※１ 一般用及び空調用の集計です。  ※２ 暖房用等で使用しています。  ※３ 公用車等で使用しています。

削減目標値 ： 基準年度に対して、計画期間の３年間で0.3％削減

原油換算量

3,831ｋL

常盤台キャンパスで使用している各エネルギー使用量、原油

換算量及びエネルギー起源CO2排出量、2024年度エネルギー

構成比は下表、右図のとおりです。

電気は前年度比で3.2％増加、ガスは前年度比で8.6％増加し

ました。灯油は主に入試時の暖房、排水浄化センターの汚泥乾

燥機で使用しており、ガソリン・軽油は主に公用車で使用して

います。購入量、使用頻度により使用量は大きく変動します。

なお、省エネ法改正に伴い、電気使用量の一次エネルギー換

算係数が変更されたため、原油換算量およびエネルギー起源

CO2排出量は数値上減少しています。一方で実使用量は増加し

ており、引き続き省エネルギーの推進に取り組んでいきます。

算出方法等は「横浜市生活環境の保全等に関する条例」による。
同一計画期間内CO2排出量換算係数は基準年度の係数を使用。

≪エネルギー構成比≫
※四捨五入のため、合計で100%に

ならない場合があります。

エネルギーの種類 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
前年度比増減

(％)

電気 （ｋWｈ） 12,686,832 14,837,616 15,069,864 15,059,712 15,534,432 3.2

都市ガス※１（Nｍ3） 242,555 308,333 297,375 288,988 313,961 8.6

灯油※２ （ L ） 1,174 1,277 562 244 438 79.5

LPG（ｍ3） 57 110 108 54 46 ▲14.8

ガソリン※３ （ L ） 2,359 3,225 2,975 3,387 2,992 ▲11.7

軽油（L） 899 578 544 406 924 127.6

原油換算量（ｋL） 3,477 4,099 4,144 4,131 3,831 ▲7.3

エネルギー起源CO2

排出量    (ｔ- CO2)
6,353 7,335 7,566 7,494 7,361 ▲1.8

計画期間 削減率

Ⅰ期実績 2004年度～2007年度 ▲6.2％

Ⅱ期実績 2007年度～2009年度 ▲9.3％
年度

温室効果ガス排出量

（ｔ- CO2 /年）

2021年度比

増減(％)

2021年度 7,667 ―

2022年度 7,916 3.3

2023年度 7,872 2.7

2024年度 7,671 0.05

計画期間 削減率

Ⅰ期実績 2009年度～2012年度 ▲6.6％

Ⅱ期実績 2013年度～2015年度 ▲2.1％

Ⅲ期実績 2016年度～2018年度 ▲2.9%

Ⅳ期実績 2019年度～2021年度 ▲15.1%

Ⅴ期実績 2022年度～2024年度 0.05％

旧制度（2009年条例改正前）による計画に対する実績

現行制度による計画に対する実績
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主要４キャンパス総エネルギー使用量
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電気

69.2%

都市ガス

30.2%

灯油

0.6%

電気

86.5%

都市ガス

19.7%

灯油

1.0%

電気

78.7%

都市ガス

21.3%

●その他キャンパス

≪鎌倉キャンパス≫

※１ 一般用・暖房用の集計です。

※１ 留学生会館はエネルギー使用量等の集計には含まれていません。 ※２ 一般用・暖房用の集計です。

■２０２４年度エネルギー構成比

■エネルギー使用量他

≪大岡キャンパス≫ ※１

≪立野キャンパス≫

エネルギーの種類 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 前年度比増減(％)

電気（ｋWh） 255,348 277,923 295,771 275,157 289,335 5.2

都市ガス（Nｍ3） 19,467 14,106 16,714 15,803 15,037 ▲4.8

原油換算量（ｋL） 88 87 95 88 82 ▲6.8

エネルギー起源CO2排出量(ｔCO2) 163 162 168 157 155 ▲1.3

エネルギーの種類 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 前年度比増減(％)

電気（ｋWh） 300,314 326,863 318,434 309,373 312,401 1.0

都市ガス※2（Nｍ3） 13,271 14,240 14,951 14,566 14,862 2.0

灯油（L） 400 600 140 1,134 920 ▲18.9

原油換算量（ｋL） 92 100 98 96 89 ▲7.3

エネルギー起源CO2排出量(ｔCO2) 171 186 174 172 168 ▲2.3

エネルギーの種類 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 前年度比増減(％)

電気（ｋWh） 283,652 291,215 316,884 320,655 345,998 7.9

都市ガス※１（Nｍ3） 29,560 27,650 29,546 29,284 28,936 ▲1.2

灯油（L） 1,174 1,224 702 750 792 5.6

原油換算量（ｋL） 108 107 116 116 112 ▲3.5

エネルギー起源CO2排出量(ｔCO2) 202 201 208 209 212 1.4

≪立野キャンパス≫ ≪大岡キャンパス≫

原油換算量

112ｋL

原油換算量

82ｋL

原油換算量

89ｋL

≪鎌倉キャンパス≫

その他キャンパスで使用しているエネルギー使用量、エネルギー構成比は下表・下図のとおりです。

鎌倉キャンパスでは電気が7.9%増加、ガスが1.2%減少となりました。立野キャンパスでは電気が5.2%

増加、ガスが4.8%減少となりました。大岡キャンパスでは、電気が1.0%増加、ガスが2.0%増加となりま

した。

近年の猛暑によって冷房の稼働が増えたことにより、電気の使用量が増加したと思われます。
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主要４キャンパスの水資源
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●常盤台キャンパス

水資源使用量

※1 立野、大岡の下水排出量は、市水使用量と同数です。

排水浄化
センター

トイレ洗浄水 下水※

常盤台キャンパス水資源フロー

※ 下水は公共下水道へ放流

井水浄化
設備

③

上水槽
生活系流し

・手洗いなど

実験系流し

上水

④
下水※

リサイクル

井水②

井水浄化水

リサイクル

市水①
（横浜市水道局より）

上水使用量 （単位：ｍ3）

用水の種類 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 前年度比増減(％)

市水① 4,792 12,361 12,687 10,115 14,797 46.3

井水浄化水③ 33,678 28,876 28,772 30,166 22,392 ▲25.8

上水④（①+③） 38,470 41,237 41,459 40,281 37,189 ▲7.7

中水使用量 （単位：ｍ3）

用水の種類 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 前年度比増減(％)

中水⑤※ 6,329 22,897 24,085 18,213 21,072 15.7

※ 実験系排水・井水浄化設備リサイクル分

キャンパス名 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 前年度比増減(％)

鎌倉キャンパス 市水 12,742 14,488 11,848 9,623 9,431 ▲2.0

下水 12,742 14,488 10,912 8,576 9,073 5.8

立野キャンパス ※１ 7,520 8,778 9,999 10,358 9,824 ▲5.2

大岡キャンパス ※１ 2,979 4,063 5,033 5,417 4,595 ▲15.2

（ｍ3）

（ｍ3）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2020年度2021年度2022年度2023年度2024年度

水資源使用量 井水②

市水①

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

2020年度2021年度2022年度2023年度2024年度

上水使用量
井水浄化水③

市水①

●その他キャンパス
（単位：ｍ3）

水資源使用量 （単位：ｍ3）

用水の種類 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 前年度比増減(％)

市水① 4,792 12,361 12,687 10,115 14,797 46.3

井水② 60,369 52,650 56,459 59,149 52,571 ▲11.1

総使用量（①+②） 65,161 65,011 69,146 69,264 67,368 ▲2.7

中水⑤

常盤台キャンパスの水資源は、学内の井戸水（井水）と横浜市水道局から供給を受ける水道水（市水）

で構成されています。以前は井水をトイレ洗浄水にのみ使用していましたが、 2014年8月に井水浄化設

備を導入し、現在では上水としても使用しています。水資源の有効活用として実験系排水と井水浄化設備

の排水を、排水浄化センターで再生してトイレの洗浄水（中水）に使用しています。なお、実験系排水は

季節ごとに変動があるため、井水をバックアップとしています。節水対策としては、改修工事毎にトイレ

手洗い器の自動水栓化、節水型便器の導入を行っています。

 2024年度は上水使用量における市水①の割合が46.3％増加していますが、これは上水の使用量が局所

的に増加することで造水量が間に合わないことと、屋外消火栓工事に伴い一時的に井水浄化設備を停止し

ていたことで市水が供給されていたと考えられます。トイレの洗浄水として使用している中水⑤は15.7%

増加していますが、実験系排水が昨年度に比べて多く流入したため増加したと思われます。
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●遺伝子組換え廃棄物
横浜国立大学遺伝子組換え実験安全専門委員会による取扱いにより、不活性化処理を行い産業廃棄物とし

て適切に処理しています。

廃棄物の排出量（４キャンパス集計）
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プラスチック類

ｔ

●一般廃棄物、産業廃棄物

●リサイクル品

廃棄物排出量 （単位：ｔ）

種 類 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 前年度比増減(％)

一般廃棄物 111.3 106.5 115.5 92.1 130.1 41.3

産業廃棄物※２ 565.4 467.6 378.3 349.7 332.5 ▲4.9

※１ 構内販売業者等からの排出物は除外してあります。
※２ 体積のみで記録された産業廃棄物は、重量に換算し、集計しています。

 2024年度の一般・産業廃棄物排出量は、一般廃棄物は

前年度比約41.3％増、産業廃棄物は前年度比約4.9％減とな

りました。

今後も、リサイクル品との分別の徹底を図り廃棄物排出量

の削減に努めていきます。

2024年度のリサイクル品回収量は、プラスチック類は

前年度比76.0％減、缶・びん・ペットボトルは前年度比

10.2%減、古紙は前年度比2.4％増となりました。

今後、さらに分別が適切に出来ているかどうかの確認を

していく必要があると考えております。

リサイクル品回収量 （単位：ｔ）

種 類 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 前年度比増減(％)

プラスチック類 15.7 19.1 23.0 26.2 6.3 ▲76.0

缶・びん・ペットボトル 14.3 18.5 17.6 19.6 17.6 ▲10.2

古紙類※１ 190.5 193.0 161.0 167.7 171.7 2.4

※１ 古紙類とは、段ボール、雑誌、シュレッダーくずや使用済みコピー用紙等です。

●放射性廃棄物
放射性廃棄物は機器分析評価センターＲＩ教育研究施設の保管廃棄設備に

保管し、定期的に日本アイソトープ協会に処理を委託しています。

放射性廃棄物の保管量・処分量（50Ｌドラム缶換算） （単位：本）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

年度内処分量 ０ 0 1 0 0

年度末保管量 4 6 5 5 6

※2020年度はドラム缶換算できる物以外に「排気フィルター１式」を処分しました。
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コピー用紙の使用量は、2024年度は前年度と比べて7.0％減少しまし

た。今後もコピー用紙使用量の削減を進めるために、下記の項目を徹底し

ていきます。

グリーン購入・調達の状況

・会議等における資料の簡素化や作成部数の適正化

・学内ＬＡＮ、電子メールの活用等によるペーパーレス化を推進

・両面コピーの徹底

・ミスコピー紙等の裏面利用・メモ用紙等への再利用

・文書及び資料の共有化

●常盤台キャンパスコピー用紙使用量

コピー用紙使用量（単位：ｔ）

2020年度 35.6

2021年度 37.7

2022年度 41.1

2023年度 40.1

2024年度 37.3

前年度比増減(％) ▲7.0

2024年4月1日に「環境物品等の調達の推進を図るための方針（調達方針）」を策定・公表し、これに

基づいて環境物品等の調達を推進しました。本学は多くの教職員を抱え、必要な物品等も多種多様に渡って

いますが、調達時は環境物品選定を行うよう幅広く啓発を行い、事業者の協力も得て、ほぼ完全に環境物品

での調達が達成していると認められます。

（1）特定調達品目の調達状況

調達方針において、調達総量に対する基準を満足する物品等の調達量の割合により目標設定を行う

品目については、全て100％を目標としていたところですが、物品等の調達実績は全て100%の調

達実績となり、目標を達成することができました。

（２）その他の物品、役務の調達にあたっての環境配慮の実績

環境物品等の調達の推進に当たって、できる限り環境への負荷の少ない物品等の調達に努めること

とし、環境物品等の判断基準を超える高い基準のものを調達すること、また、グリーン購入法適合品

が存在しない場合についても、エコマーク等が表示され、環境保全に配慮されている物品を調達する

よう配慮しました。 

物品等を納品する事業者、役務の提供事業者、公共工事の請負事業者に対して事業者自身が、環境

物品等の調達を推進するように働きかけました。 

●環境物品等調達実績の概要
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環境報告ガイドライン２０１２の評価チェックシート
●環境配慮経営の評価チェックシート（１）
(※）チェック欄に内容のあてはまるもののA、B、Cを記載。あてはまならければ空欄。

大項目 中項目
基礎
項目

質問内容 回答内容
チェック欄

（※）
該当記載
ページ

基
本
的

要
件対象組織の範囲 ○ 環境配慮経営の対象範囲は

Ａ 関連するすべての事業者（連結範囲
等）

Ｂ 自社及び重要な子会社等
Ｃ 自社のみ

B 47

経
営
責
任
者
の

主
導
的
関
与

経営責任者の諸
言

○
経営責任者が、環境配慮の実行を明
言（コミット）しているか

Ａ 具体的目標に言及し、実行を明言して
いる

Ｂ 目標には言及していないが、実行は明
言している

Ｃ 明言していない

B 2

環
境
配
慮
の
方
針
、
ビ
ジ
ョ
ン
及
び
事
業
戦
略
等

環境配慮の取組
方針

○ 環境配慮の方針を制定しているか

Ａ 経営方針と関連付け、制定している
Ｂ 経営方針との関連は乏しいが、制定し

ている
Ｃ 制定していない

B 9

重要な課題、ビ
ジョン及び事業

戦略等

環境負荷が与える経営への影響を見
て、重要な課題を特定しているか

Ａ 重要な課題として、特定している
Ｂ 重要な課題としては、特定はできてい

ない
Ｃ 経営への影響は重要でない

― ―

○
環境課題に対する目標を設定してい
るか

Ａ 中長期目標（3～5年）を設定してい
る

Ｂ 短期目標（1年）のみ設定している
Ｃ 設定していない

A 9、37

○
目標の達成に向けて、戦略的・計画
的に対応しているか

Ａ 事業戦略に織り込み、計画的に対応し
ている

Ｂ 事業戦略まではないが、計画的に対応
している

Ｃ 対応できていない

B 9～10

組
織
体
制
及
び
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
状
況

環境配慮経営に
関する組織体制

等
（環境リスクマ
ネジメント体制

含む）

○
役員クラスの者が、環境経営を統括
する組織の最高責任者となっている
か

Ａ 役員クラスの者が、統括している
Ｂ 役員クラス以外の者が、統括している
Ｃ 統括（関与）していない

A 3～4

○
組織体制に関する承認手続き等の責
任と権限に関するルールを明確にし
て、適切に運用しているか

Ａ 明確であり、適切に運用している
Ｂ 明確ではないが、適切に運用している
Ｃ 明確でなく、適切に運用しているとい

えない

A 3～4、27

○

環境マネジメントシステム（ＩＳＯ
14001やＥＡ21など）の認証取得
は、重要な拠点において取得してい
るか

Ａ すべての重要な拠点において、認証取
得している

Ｂ 一部の重要な拠点において、認証取得
している

Ｃ 認証取得していない

C

○
環境マネジメントシステムは、全社
的に導入しているか（認証取得の有
無によらない）

Ａ 全社的に導入している
Ｂ 全社的ではないが一部の事業所で導入

している
Ｃ 十分導入できていない

C

○
環境教育は、従業員に実施している
か

Ａ 全従業員に実施している
Ｂ 一部の従業員のみ実施している
Ｃ 実施していない

A
11～12、

23～24、26

○ 環境監査は、実施しているか
Ａ 全拠点を対象に、実施している
Ｂ 重要な拠点にのみ、実施している
Ｃ 環境監査を実施していない

C

災害事故等への対応について、防
止・予防策や訓練等が計画的に実施
しているか（ＢＣＰの策定・運用）

Ａ サプライヤーも含めて、対応できてい
る

Ｂ 自社の事業エリアでは、対応できてい
る

Ｃ 十分できていない

B 27、29

環境に関する規
制等の遵守状況

○
環境に関する法規制等の遵守状況を
確認しているか

Ａ サプライヤーも含めて、確認している
Ｂ 自社の事業エリアでは、確認している
Ｃ 十分確認できていない

A 27～28、41

○
過去（3年内）に法規制等への違反
があった場合、その違反に十分対応
できているか

Ａ 違反の事実はない
Ｂ 十分対応しており、現状では違反の事

実はない
Ｃ 十分対応できていない

A 27～28
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大項目 中項目
基礎
項目

質問内容 回答内容
チェック欄

（※）
該当記載
ページ

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
へ
の

対
応
の
状
況

ステークホルダ
ーへの対応

○
ステークホルダーからの要請や期待
を把握し、意思決定や事業活動に反
映しているか

Ａ 意思決定や事業活動に、反映している
Ｂ 把握しているが、十分反映できていな

い
C 把握できていない

A
15～19、

25

環境に関する社
会貢献活動等

社会貢献活動（行政機関等との連携
を含む）を行っているか

Ａ 全社的に行っている
Ｂ 一部の従業員が行っている
Ｃ 行っていない

A 15～19

バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
に
お
け
る
環
境
配
慮
等
の
取
組
状
況

バリューチェー
ンにおける環境
配慮の取組方針、
目標等

○

製品・サービス等のバリューチェー
ン全体（調達・研究開発・生産・販
売・輸送・廃棄まで）における環境
負荷低減について取組方針を策定し
ているか

Ａ 策定している
Ｂ 策定していない
Ｃ 経営への影響は重要でない

A 9

（上記がA・Bの場合） バリュー
チェーンにおける環境課題に対する
目標を設定しているか

Ａ 中長期目標（3～5年）を設定してい
る

Ｂ 短期目標（1年）のみ設定している
Ｃ 設定していない

A 37

（上記がA・Bの場合） 目標の達
成に向けて、戦略的・計画的に対応
しているか

Ａ 事業戦略に織り込み、計画的に対応し
ている

Ｂ 事業戦略まではないが、計画的に対応
している

Ｃ 対応できていない

B
20～22、
26、41

グリーン購入・
調達

○
グリーン購入・調達について、目標
管理を実施しているか

Ａ 目標管理している
Ｂ 目標管理していない
Ｃ 該当しない

A 41

（上記がA・Bの場合） グリーン
調達において、サプライヤーの環境
経営を評価しているか

Ａ 評価している
Ｂ 法規制の遵守のみ、評価している
Ｃ 評価していない

C

（上記がA・Bの場合） サプライ
ヤーが自らのサプライヤーにも、グ
リーン調達をするよう要請している
か

Ａ 要請している
Ｂ 法規制等の遵守のみ、要請している
Ｃ 要請していない

A 41

環境負荷低減に
資する製品・サ
ービス等

○
製品・サービス等の使用における環
境負荷低減について、目標管理を実
施しているか

Ａ 目標管理している
Ｂ 目標管理していない
Ｃ 該当しない

B

環境関連の新技
術・研究開発

環境技術等の研究開発について、目
標管理を実施しているか

Ａ 目標管理している
Ｂ 目標管理していない
Ｃ 該当しない

C

環境に配慮した
輸送

環境に配慮した輸送について、目標
管理を実施しているか

Ａ 目標管理している
Ｂ 目標管理していない
Ｃ 該当しない

C

環境に配慮した
資源・不動産開
発/投資

環境に配慮した資源・不動産開発／
投資等（企業年金基金含む）につい
て、目標管理を実施しているか

Ａ 目標管理している
Ｂ 目標管理していない
Ｃ 該当しない

C

環境に配慮した
廃棄物処理／リ
サイクル

環境に配慮した廃棄物処理／リサイ
クルにおいて、取組方針の策定及び
目標管理を実施しているか

Ａ 目標管理している
Ｂ 目標管理していない
Ｃ 該当しない

A 40

環
境
報
告

環境報告の作
成・公表

○
環境報告書（ＣＳＲ報告書等を含
む）を、作成・公表しているか

Ａ 組織的に検証している
Ｂ 組織的には検証できていない
Ｃ 作成・公表していない

A 49

環境報告の信頼
性

環境報告の信頼性を、チェックして
いるか

Ａ 第三者審査を受けている
Ｂ 自己評価している
Ｃ チェックしていない

B 42～44

環境報告ガイドライン2012の評価チェックシート
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環境報告ガイドライン2012の評価チェックシート

●環境配慮経営の評価チェックシート（２）

（※）重要項目の環境負荷項目について、チェック（○）を行う。

環境負荷項目

重要項目
の

チェック
（※）

規制等の遵守
環境負荷量

（マテリアルフ
ロー）の把握

バウンダリ 目標値の設定 目標達成状況

該当記載
ページ

重要
な場合
「○」

1.遵守している
2.遵守していない
3.規制等はない

1.把握している
2.把握していな

い

1.連結
2.連結の主

要会社
3.単体

1.中期(3～5
年)及び短期
(1年)

2.短期(1年)
のみ

3.なし

1.達成してい
る

2.達成してい
ない

資源・
エネルギーの
投入

総合エネルギー投入
量

○ １ １ ２ １ １ 37～39

総物質投入量

水資源投入量 ○ １ １ ２ ３ ― 39

資源等の投入循環的利用

環境負荷の
排出等

温室効果ガスの排出
量

○ １ １ ２ １ １ 37

総排水量 ○ １ １ ２ ３ ― 39

大気汚染、生活環境
に係る負荷量

○ １ １ ３ ３ ― 28

化学物質の排出量、
移動量

○ １ １ ３ ３ ― 27～28

廃棄物等総排出量、
廃棄物最終処分量

○ １ １ ３ 3 ― 40

有害物質の保管・排
出量

○ １ １ ３ ３ ― 27～28

生物多様性の保全と生物資源の
持続可能な利用
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環境報告ガイドライン２０１８との対照表

環境報告ガイドライン2018年版による項目
横浜国立大学エコキャンパス白書2025（環境報告書）

における対象項目
項目ページ

【1】環境報告の基礎情報

1. 環境報告の基本的要件

（1）報告対象組織 横浜国立大学環境報告書2025の作成にあたって 47

（2）報告対象期間 横浜国立大学環境報告書2025の作成にあたって 47

（3）基準・ガイドライン等 横浜国立大学環境報告書2025の作成にあたって 47

（4）環境報告の全体像 横浜国立大学環境報告書2025の作成にあたって 47

2. 主な実績評価指標の推移 主要４キャンパスのエネルギー使用量 37～38

【2】環境報告の記載事項

1. 経営責任者のコミットメント

（1）重要な環境課題への対応に関する経営責任者のコミットメント 学長メッセージ 2

2. ガバナンス

（1）事業者のガバナンス体制 運営組織 3～4

（2）重要な環境課題の管理責任者 運営組織 3～4

（3）重要な環境課題の管理における取締役会及び経営業務執行組織の役割 運営組織 3～4

3. ステークホルダーエンゲージメントの状況

（1）ステークホルダーへの対応方針 エコキャンパス構築指針 9

（2）実施したステークホルダーエンゲージメントの概要
環境に関する教育、環境コミュニケーション、省エネルギー
対策、附属学校での環境活動、横浜国大生協での環境活動、
教育研究環境美化に関する取組

11～12、15～
19、20～22、
23～24、25、

26

4. リスクマネジメント

（1）リスクの特定、評価及び対応方法 環境に関する規制についての体制、防災への取組 27～28、29

（2）上記の方法の全社的なリスクマネジメントにおける位置付け 環境に関する規制についての体制、防災への取組 27～28、29

5. ビジネスモデル

（1）事業者のビジネスモデル マテリアルバランス 36

6. バリューチェーンマネジメント

（1）バリューチェーンの概要 ― ―

（2）グリーン調達の方針、目標・実績 グリーン購入・調達の状況 41

（３）環境配慮製品・サービスの状況 ― ―

7. 長期ビジョン

（1）長期ビジョン ― ―

（2）長期ビジョンの設定期間 ― ―

（3）その期間を選択した理由 ― ―

8. 戦略

（1）持続可能な社会の実現に向けた事業者の事業戦略 エコキャンパス構築指針 9

9. 重要な環境課題の特定方法

（1）事業者が重要な環境課題を特定した際の手順 ― ―

（2）特定した重要な環境課題のリスト 環境配慮の方針 9～10

（3）特定した環境課題を重要であると判断した理由 ― ―

（4）重要な環境課題のバウンダリー ― ―

10. 事業者の重要な環境課題

（1）取組方針・行動計画 環境配慮の方針 9～10

（2）実績評価指標による取組目標と取組実績 主要4キャンパス総エネルギー使用量 37～38

（3）実績評価指標の算定方法 主要4キャンパス総エネルギー使用量 37～38

（4）実績評価指標の集計範囲 主要4キャンパス総エネルギー使用量 37～38

（5）リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの
影響額と算定方法

環境会計 34～35

【3】主な環境課題とその実績評価指標

1. 気候変動 主要４キャンパス総エネルギー使用量 37～38

2. 水資源 主要４キャンパスの水資源 39

3. 生物多様性 ― ―

4. 資源循環 廃棄物の排出量（４キャンパス集計） 40

5. 化学物質 環境に関する規制についての体制 27～28

6. 汚染予防 環境に関する規制についての体制 27～28
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実 施 年 実 施 内 容

1997年（平成9年) 環境保全委員会 設置

1999年(平成11年) 3月 横浜国立大学エコキャンパス構築指針 策定

2001年(平成13年)３月 横浜国立大学エコキャンパス構築指針に基づく行動計画の実施要項 策定

2001年(平成13年)12月 エコキャンパス２００１（１号） 刊行

2003年(平成15年) 3月 エコキャンパス白書（２号） 刊行

2004年(平成16年) 3月 エコキャンパス白書（３号） 刊行

2004年(平成16年) 4月 国立大学法人横浜国立大学キャンパス委員会規則 策定

2004年(平成16年) 4月 国立大学法人横浜国立大学環境に関連する4規則の制定

2005年(平成17年) 4月 エネルギー管理標準（各ブロック） 策定

2005年(平成17年) 5月 エコキャンパス２００５（４号） 刊行

2005年(平成17年) 9月 地球温暖化対策計画書 提出

2006年(平成18年) 7月 横浜国立大学エコキャンパス構築指針 改正

2006年(平成18年) 7月 横浜国立大学エコキャンパス構築指針に基づく行動計画の実施要項 改正

2006年(平成18年) 9月 エコキャンパス白書２００６（環境報告書） 公表

2007年(平成19年) 1月 エコキャンパス白書２００７（環境報告書）作成ＷＧ開催

2007年(平成19年) 8月 エコキャンパス白書２００７（環境報告書）作成ＷＧ開催

2007年(平成19年) 9月 エコキャンパス白書２００７（環境報告書） 公表

2008年(平成20年) 9月 エコキャンパス白書２００８（環境報告書） 公表

2009年(平成21年) 9月 エコキャンパス白書２００９（環境報告書） 公表

2010年(平成22年) 9月 エコキャンパス白書２０１０（環境報告書） 公表

2011年(平成23年) 9月 エコキャンパス白書２０１１（環境報告書） 公表

2012年(平成24年) 9月 エコキャンパス白書２０１２（環境報告書） 公表

2013年(平成25年) 9月 エコキャンパス白書２０１３（環境報告書） 公表

2014年(平成26年) 9月 エコキャンパス白書２０１４（環境報告書） 公表

2015年(平成27年) 9月 エコキャンパス白書２０１5（環境報告書）  公表

2016年(平成28年) 9月 エコキャンパス白書２０１６（環境報告書） 公表

2017年(平成29年) 9月 エコキャンパス白書２０１７（環境報告書） 公表

2018年(平成30年) 9月 エコキャンパス白書２０１８（環境報告書） 公表

2019年(令和元年) 9月 エコキャンパス白書２０１９（環境報告書） 公表

2020年(令和2年) 9月 エコキャンパス白書２０２０（環境報告書） 公表

2021年(令和3年) 9月 エコキャンパス白書２０２１（環境報告書） 公表

2022年(令和4年) 9月 エコキャンパス白書２０２２（環境報告書） 公表

2023年(令和5年) 9月 エコキャンパス白書２０２３（環境報告書） 公表

2024年(令和6年) 9月 エコキャンパス白書２０２４（環境報告書） 公表

2025年(令和7年) 9月 エコキャンパス白書２０２５（環境報告書） 公表

エコキャンパス取組年表
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横浜国立大学環境報告書２０２５作成にあたって

2025年9月

横浜国立大学 施設部一同

「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律」（環境配

慮促進法、2005年施行）により、2006年度から毎年度「環境報告書」を公表することが義務づけられま

した。

本学は2001年に策定した「横浜国立大学エコキャンパス構築指針に基づく行動計画」の一環として、

2001年度から2005年度まで、環境に関する取組みについてまとめた「エコキャンパス白書」を公表して

きました。2006年度からは環境配慮促進法に基づく環境報告書として「横浜国立大学エコキャンパス白書 

(環境報告書)」を公表しており、「エコキャンパス白書」もあわせると今回で2４回目となります。

今年度は、2024年に羽沢横浜国大駅前に設置されたサテライト施設「YNU BASE HAZAWA」につい

てコラムにて取り上げました。環境に関する研究では、横浜国立大学「ときわの森」が自然共生サイトに認

定されたこと、医薬品関連物質の持続可能な合成方法の開発について紹介しています。また、2024年度は

本学学生及び教職員を対象として、聴覚障害への理解を深め、サポートができる学生・教員を増やすことを

目的とした「ユニバーサルコミュニケーション研修～聴覚障がい変～」を実施しました。この取組みはコラ

ムにて紹介しています。

常盤台キャンパスのエネルギー使用量については、2024年度は2023年度と比較して増加しております

が、長期的に見ると減少傾向となっており、2005年度と比較すると約24％減となっています（P.37）。

建物の大規模改修工事では省エネルギー機器を導入しており、それにより削減された光熱費を更なる省エネ

改修に繋げている効果もあると考えられます。引き続きハード面での省エネ対策等を進めるとともに、ソフ

ト面での取組みも推進し、持続可能な社会の実現に向けて努力をしてまいります。

環境報告書作成にあたり、多くの学内関係者に各記事を作成頂きました。

御協力頂いたことを感謝いたします。

●所在及び期間

対 象 期 間 ： 2024年4月～2025年３月（一部2025年4月以降の記事を含む）

対 象 キ ャ ン パ ス ： 横浜国立大学 常盤台キャンパス（神奈川県横浜市保土ケ谷区常盤台79－1）

鎌倉キャンパス （神奈川県鎌倉市雪の下3－5－10）

立野キャンパス （神奈川県横浜市中区立野64）

大岡キャンパス （神奈川県横浜市南区大岡2－31－3）

参考としたガイドライン ： 環境省「環境報告ガイドライン2018年版」

「環境報告ガイドライン2012年版」

「環境報告ガイドライン2007年版」

「環境会計ガイドライン2005年版」

公 表 ： 2025年9月

次 回 公 表 予 定 ： 2026年9月
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エコキャンパス白書2025表紙デザインコンテスト
２０２１年度から、表紙デザインコンテストを行っています。
教職員・学生・大学院生・附属学校の児童生徒から4作品の応募があり、投票により表紙を決定しました。
このコンテストが、環境への取り組みに興味を持たれるきっかけとなる事を期待しています。

大賞（1位）

２位 ３位

教育学部
横川 芽依

教育学部
関 つばさ

附属特別支援学校
上澤 彩世



国立大学法人 横浜国立大学

2025年9月公表

編集・公表：横浜国立大学施設部

〒240-8501 神奈川県横浜市保土ケ谷区常盤台79-1
ＴＥＬ：045-339-3085 ＦＡＸ：045-339-3099
Ｅ-ｍａｉｌ：shi-kikaku.kikaku ynu.ac.jp

施設部ウェブサイトＵＲＬ ：https://shisetsu.ynu.ac.jp/gakugai/shisetsu/index.html
エコキャンパス白書掲載ＵＲＬ：https://shisetsu.ynu.ac.jp/gakugai/shisetsu/4kan_mane/ecocampus/ecocampus.html
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